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序 中間のまとめにあたって 
 
 「京浜港共同ビジョン」は、平成２０年３月に東京都、川崎市、横浜
市の３首長が締結した「東京港、川崎港、横浜港の広域連携強化に係る
基本合意書」に基づき策定を進めている。 
今般公表する「中間のまとめ」については、これまでの京浜港広域連

携推進会議の議論、意見等を踏まえて、今後、具体的な施策を検討して
いくにあたり、ビジョンの基本方針までを明確にし、東京都、川崎市、
横浜市がとりまとめたものである。 
 
 「京浜港共同ビジョン」は、京浜港の国際物流面における「現状と課
題」を整理した上で、「京浜港の国際競争力強化を図ることで、我が国
産業の活性化、住民生活の安定性を確保する」という政策目標の達成に
向けた、東京港、川崎港、横浜港の一体的な経営を進めていくための「基
本方針」、その実現を図っていくための「施策の方向性」の３部での構
成を予定している。 
第Ⅰ部の京浜港の現状と課題では、まず「京浜港の現状」、「京浜港を
取り巻く状況」について記述した。 
さらに「あるべき京浜港を検討していく上での視点」として、京浜港

が担うべき役割や主力コンテナポートとしての問題点等について整理
し、また、これまでの国の港湾政策や港湾管理者の取組、行政機関の連
携に関して「港湾行政の総括」として、評価、分析を行なった。 
第Ⅱ部の京浜港共同ビジョンの基本方針においては、第Ⅰ部における
整理、評価、分析を踏まえ、今後の京浜港経営の基本的な考え方」を示
すとともに「京浜港の目指す姿」として、京浜港の将来像を示し、特に
重点的に取り組んでいくコンテナ物流機能強化については、３つのター
ゲットを設定した。そのうえで、京浜港の目指す姿の実現に向けた基本
戦略を示している。 
第Ⅲ部では、基本方針で示した基本戦略に沿って、施策の基本的な方
向性をとりまとめていくが、「中間のまとめ」においては、検討の方向
性など基本的な事項を述べるにとどまっており、これから議論を深めて
いくことになる。 

 
今後、京浜港広域連携推進会議等において、第Ⅲ部を中心に議論をし
ていただき、それを十分踏まえたうえで、年内に「京浜港共同ビジョン」
を確定していく予定である。 
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Ⅰ 京浜港の現状と課題 

１ 京浜港の現状 

（１）京浜港の概要 
  ① 規模等 
   ○ 管理区域 

京浜港の管理エリアは陸域（臨港地区）が 5,925.5 ヘクタール、水域（港湾
区域）で 15,906 ヘクタールに及んでいる。（H21.5.25.現在） 

 
ア  臨港地区 
港湾の管理運営を円滑に行うために必要な、港湾区域と一体として機能すべ
き陸域であり、都市計画法の規定により都道府県知事が定めた地区又は港湾法
の規定により港湾管理者が定めた地区。 
 
                                 

 商港区 工業港区 特殊物
資港区 

修景厚
生港区 

マリー
ナ港区 

無分区 その他 合 計 

東京 604.3 40.7 117.4 30.4 9.7 201.8 28.9 1,033.2 
川崎 361.6 1,668.7 － 22.4 － － － 2,052.7 
横浜 985.9 1,696.4 － 95.2 4.2 57.9 － 2,839.6 
合計 1,951.8 3,405.8 117.4 148.0 13.9 259.7 28.9 5,925.5 

 
 

イ 港湾区域 
港湾法で定める手続きにより、国土交通大臣又は都道府県知事が港湾管理者
の権限の及びうる範囲として認可した水域であり、経済的に一体の港湾として
管理運営するために必要な最小限度の区域が範囲として指定されている。 

 
 
 
 

 
 ウ 公共岸壁（水深 7.5m 以上）の状況 
   京浜港は多くの岸壁が整備されている。 
 
 エ 主な民間企業の立地状況 
 ・東京港 東京港は、臨港地区工業港区が小さく民間企業の立地が少ない。 

大井ふ頭や青海ふ頭などの商港区等には、港湾運送事業者、倉庫事
業者、海貨事業者等による荷捌き施設、保管施設等が多数立地してい
る。 

 ・川崎港 川崎港は、石油化学工業や鉄鋼関係など重化学工業が多く立地して
いる。 

地 区 東 京 川 崎 横 浜 合 計 
面 積 5,292 3,298 7,316 15,906 

図表２ 港湾区域の状況 (ha) 

図表１ 臨港地区分区指定の状況 (ha) 
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また、東扇島ふ頭の商港区を中心に、保管施設、冷凍・冷蔵物流施
設等が多数立地している。 

 ・横浜港 横浜港は、石油精製所や重化学工業、自動車関連産業などが立地し
ている。 
本牧ふ頭や南本牧ふ頭、大黒ふ頭等の商港区等には、港湾運送事業
者、倉庫事業者、海貨事業者等による荷捌き施設、保管施設等が多数
立地している。 
 

 
  ② 関係法令と法的位置付け 
   ア 港湾法 
     港湾の開発、利用、保全に関する事項を定めた港湾行政のもととなる基本法

である。港湾管理者（港湾を一体的に管理運営し、その総合的開発発展を図る
公共的責任の主体を言う。）として、東京港は東京都、川崎港は川崎市、横浜
港は横浜市が管理主体となっている。 

 
   イ 港則法 
     港内における船舶交通の安全及び港内の整頓を図ることを目的として定め

られた法律である。    
 

ウ 関税法 
  関税の確定、納付、徴収及び還付並びに貨物の輸出及び輸入についての税
関手続の適正な処理を図るため必要な事項を定める法律である。 
 
エ 港湾運送事業法 
  港湾運送事業（一般港湾運送事業、港湾荷役事業、はしけ運送事業、いか
だ運送事業、検数事業、鑑定事業、検量事業）に関する秩序を確立し、港湾運
送の健全な発達を図ることにより、公共の福祉を増進することを目的とした法
律である。 

 
オ 港湾労働法 
  港湾労働者の雇用の改善、能力の開発及び向上等に関する措置を講ずるこ
とにより、港湾運送に必要な労働力の確保・雇用の安定・港湾労働者の福祉
の増進を図ることを目的とした法律である。労働法の特別法として、港湾労
働に関する諸規定を定めたものである。 
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＜関係法令における京浜港の位置づけ＞ 
対象港湾 

法 
東京港 川崎港 横浜港

法的位置づけ 

港湾法 ○ ○ ○ 

国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点となる港湾
その他の国の利害に重大な関係を有する港湾（重要港
湾）のうち、国際海上輸送網の拠点として特に重要な
港湾「特定重要港湾」として、港湾法施行令第 1条に
より、東京港、川崎港及び横浜港が指定されている。
また、特定重要港湾のうち、東京港、横浜港が特定国
際コンテナ埠頭の形成により国際競争力の強化を図る
ことが特に重要な港湾「指定特定重要港湾（いわゆる
｢スーパー中枢港湾｣）」に位置づけられている。 

港則法 ○ 対象港として、港則法施行令第１条により「京浜港」
が指定されている。 

関税法 ○ 
貨物の輸出及び輸入並びに外国貿易船の入港及び出港
を行う港（開港）として、関税法施行令第１条第１項
により、「京浜港」が指定されている。 

港湾運送

事業法 
○ 

対象港として、港湾運送事業法施行令第２条により、
「京浜港」が指定されている。 

港湾労働

法 
○ ○ 

対象港として、港湾労働法施行令第１条により、東京
港、川崎港及び横浜港が指定されている。 

 
 
（２）「総合港湾」としての京浜港 

   京浜港は、大都市の臨海部に位置し、陸域と海域の結節点として、多様な機能を
備えた「総合港湾」として、首都圏をはじめとした背後圏の住民生活や広く我が国
全体の経済・産業を支えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 総合物流拠点機能 

京浜港では、公共ふ頭において一般岸壁に加え、コンテナターミナルや自動車
ターミナル等が整備されており、外内貿、各種の荷姿や荷役形態に応じた貨物の
取扱いが行われている。さらに、これらの物流活動を支援する空バンプールなど

≪「総合港湾」としての多様な機能≫ 

①総合物流拠点機能 
・外貿・内貿機能 

燃料、原材料     ：原油、LNG、鉄鉱石など 
   産業製品       ：完成自動車、自動車部品、精密機器など 
   生活物資       ：食品、生活雑貨、軽工業品など 
 ・生産機能        ：エネルギー基地、臨海部工場 
 ・流通・保管機能     ：倉庫等の物流施設 
②旅客輸送機能       ：フェリーふ頭、客船ターミナル 
③観光・レクリエーション機能：公園、マリーナ、商業施設 
④防災拠点機能       ：広域防災拠点、耐震岸壁 
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のコンテナ関連施設や普通倉庫、冷蔵倉庫などの保管施設も高い集積を誇ってい
る。 
また、川崎港及び横浜港の民間ふ頭では、大規模な製油所や発電所等の臨海部
工場等が立地しており、大量の原油、LNG、鉄鉱石などが輸入されている。 
このように、京浜港には、総合物流拠点としての機能が集積し、その役割をい
かんなく発揮している。 

 
  ② 旅客輸送機能 

京浜港には、我が国を代表する外航客船施設である大さん橋客船ターミナルや
晴海客船ターミナルが整備されており、毎年多くの外航クルーズ客船が寄港して
いる。 
また、東京 10 号地（その２）にはフェリーふ頭があり、竹芝ふ頭は伊豆、小
笠原諸島など離島航路の拠点となっている。 

 
  【京浜港における主な旅客施設】 

港 施設 備  考 
フェリーふ頭 東京と四国・九州を結ぶフェリーの寄港地。 

竹芝ふ頭 伊豆、小笠原諸島等の離島航路の玄関口。 

東京港 
晴海客船ターミナ
ル 

銀座等の観光地に直結した東京の内外航客船の玄
関口。多目的ホールや展望台を併設。 
【主な寄港船舶】コスタ・クラシカ、にっぽん丸、
ザ・ワールド、セブンシーズマリナー、ハンセアテ
ィック 等 

横浜港 
大さん橋国際客船
ターミナル 

国内トップの客船寄港数を誇る客船ターミナル。各
種イベントに利用できるホールを併設。屋上は、24
時間開放の広場となっている。 
【主な寄港船舶】飛鳥Ⅱ、にっぽん丸、ぱしふぃっ
くびいなす、ふじ丸、クリスタル・セレニティ 等 

 
 ③ 観光、レクリエーション機能 

都心地区に近接した東京港、横浜港の臨海部は、都市開発も進んでおり、美し
く魅力的なウォーターフロントが形成され、首都圏有数の観光拠点として、多く
の来街者で賑わっている。 
また、夢の島マリーナ、横浜ベイサイドマリーナ、海の公園、東扇島東公園等
は、レクリエーション活動の場としても親しまれている。 
 

 ④ 防災拠点機能 
首都圏における大規模災害発生時に広域的な救助活動等を行う基幹的広域防
災拠点として、有明の丘地区にヘッドクオーターが、東扇島地区には、物流基地
が位置づけられている。また、横浜港の新港ふ頭には、大規模な海上災害発生時
の活動拠点である横浜海上防災基地が整備されている。 
さらに、各港には、災害時に海上からの物資の受け入れを行う耐震強化岸壁が



5 

配置されており、被災後も速やかに国際物流を再開できるよう耐震強化したコン
テナターミナルも東京港、横浜港に確保されている。 

 
【主な防災施設】 
 ○耐震岸壁（緊急物資の受入れ等） 

港 施設名 
東京港 大井ふ頭(3 ﾊﾞｰｽ)、芝浦ふ頭(5 ﾊﾞｰｽ)、大井食品ふ頭(2 ﾊﾞｰｽ)、

辰巳内貿雑貨ふ頭(2 ﾊﾞｰｽ)、10 号その 1西側多目的ふ頭(1 ﾊﾞｰｽ) 
川崎港 東扇島ふ頭（2 ﾊﾞｰｽ） 
横浜港 本牧ふ頭(2 ﾊﾞｰｽ)、金沢木材ふ頭、山内ふ頭、みなとみらい 1・

2号岸壁 
 
⑤ 都市活動の支援機能 
京浜港の臨港地区等には、卸売市場や発電所、清掃工場、下水処理場、廃棄物
処理施設等の公共公益施設が数多く立地しており、様々な面から都市活動を支え
ている。 

 
    【各港における廃棄物等処分場】 

地区名 面積(ha) 種 別 

東京港 中央防波堤 298.5 
一般廃棄物、産業廃棄物、浚渫土、

建設発生土 

川崎港 浮島２期 73.0 
一般廃棄物、産業廃棄物、浚渫土、 

建設発生土 

横浜港 南本牧ふ頭第２ブロック 21.0 一般廃棄物、産業廃棄物 

※ 横浜港では、南本牧ふ頭第４ブロック及び第５ブロックにおいて建設発生土等の

受入を実施している。 

 
（３）総合物流拠点としての役割 

京浜港の取扱貨物量（三港合計値）は、輸出貨物量、輸入貨物量、内貿貨物を含
めた貨物量全体、いずれも国内最大となっている。 
また、特定の貨物だけでなく、多種多様な品目を取り扱っているが、特に、エネ
ルギー系貨物輸送、自動車輸送、コンテナ輸送の３つにおいて、大きな役割を果た
している。 

  ① 首都圏の住民生活･産業活動を支える「エネルギー基地」としての役割 

 
 
 
 
   ア 輸入量の約半数を占める原材料・エネルギー系貨物 

京浜港の輸入品目のうち、上位４品目は原材料・エネルギー系貨物が占めて
おり、その貨物量は、京浜港における輸入量全体の約半数となっている。とり
わけ、原油と LNGの輸入が多く、その大半は川崎港で扱われている。 

 京浜港の輸入量の約半数は原材料・エネルギー系貨物が占めている。とく
に、原油・LNGは日本経済の心臓部である首都圏の住民生活・産業活動を支
えており、京浜港は「エネルギー基地」としての役割を果たしている。 
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   イ 原油・LNG の首都圏への供給 
輸入された原油は、各製油所でガソリンなどの石油製品や重油に精製される
ほか、製油所と近接した化学工場における石油化学製品等の生産原料にもなっ
ている。 

LNG は専用基地に輸入された後、各発電所に供給され、主に火力発電に利
用されている。 
これらは、幅広く首都圏に供給され、住民生活や産業活動を支えている。 
なお、原油や LNG等の取扱いに際しては、シーバースやパイプライン等そ
れぞれの貨物特性に適した海上輸送専用施設が必要である。また、それらの施
設と工場等の生産・供給施設が連結して配置されることによって、機能的な供
給が行われている。 
 

ウ 地域を支える産業 
京浜港の臨港地区には、鉄鋼業や重化学工業関係の製造業など京浜工業地帯
の主要企業が多数立地しており、製造品出荷額においても全国有数となってい
る。こうした企業による労働者の雇用や各自治体に支払われる税などは、広く
住民生活を支えている。 

 
  ② 東日本最大の「自動車取扱港湾」としての役割 

 
 
 
 
 
 ア 東日本最大の「自動車輸出基地」としての役割 

京浜港は、名古屋港などと並ぶ完成自動車の輸出基地であり、東日本で最大
となる。 
自動車は主に横浜港と川崎港から輸出されており、両港には、自動車専用船
での輸出に際して、効率的な作業が可能になる一定規模のモータープールや荷
さばき地が隣接しており、この特徴を活かしながら、日本の基幹産業である自
動車産業を継続して支えている。 
 

イ 内貿における自動車輸送の多様性 
輸出のみならず、内貿（移出・移入）においても京浜港の自動車取扱量（フ
ェリー輸送を除いた商業ベース）は東日本で最大である。これは、各自動車メ
ーカーが京浜港を拠点とした海上輸送ルートを形成していることが大きな要
素のひとつとなっている。 
 

  ③ 「外貿コンテナ貨物輸出入基地」としての役割 

  
 
 
 

京浜港は外貿（輸出）、内貿ともに東日本で最大の自動車取扱港であり、日
本の基幹産業である自動車産業を支える役割を担っている。また、フェリー
による輸送機能も担っており、コンテナも含めたあらゆる輸送形態に対応で
きる港となっている。 

京浜港は国内最大の外貿コンテナの取扱港湾である。 
京浜港には外貿コンテナの取扱いにおける優位性もあり、その機能を維

持・発展させることが求められている。 
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ア 国内最大の外貿コンテナ貨物取扱量 
外貿コンテナ貨物取扱量は、全国の約 4割を占めており、国内最大の「外貿
コンテナ貨物輸出入基地」としての役割を果たしている。また、その取扱量に
ついては、増加傾向にある。 
取扱品種においても、様々な貨物が取り扱われており、首都圏のみならず東
日本の市民生活・産業活動を支えている。 
 

   イ 京浜港における外貿コンテナ取扱いの優位性と役割 
京浜港は、首都圏をはじめとする広大な物流圏を抱えるなど、次のような優
位性があげられる。今後も、こうした優位性を活かしながら、外貿コンテナ貨
物輸出入基地としての機能や役割を維持・発展させていくことが求められてい
る。 

 
・ 製造品出荷額で国内の 3割近いシェアを持ち、また、4,000 万人の消費人
口を擁する首都圏をはじめとした、広大な物流圏を有している。 

・ 質、量とも充実した港湾施設や倉庫等の集積を誇っており、あらゆる物流
ニーズに対応することができる。 

・ 同時に港湾関連事業者、通関業者などの集積も高く、迅速で質の高い荷役
を提供することができる。 

・ 欧州や北米等の基幹航路、豪州航路、アジア域内航路など多様で豊富な航
路数を確保している。 

・ 北米航路のラストポート、ファーストポートに位置していることから、同
航路における優位性は高く、国際ハブ港としての機能も果たし得る可能性を
有している。    

               

 

～2兆円未満 

2兆円以上～5兆円未満 

5兆円以上～10兆円未満 

10兆円以上 

凡例 

図表３ 都道府県別出荷額（平成19年度）（全事業所） 
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（４）地区毎の利用状況と課題 

① 地区別（埠頭別）の現況（平成 19(2007)年港湾統計確定値） 
   ○ 東京港 

・  総貨物取扱量 87,629千トン 
・  公共施設の取扱量（t）が 85％を占める。外貿では輸入の割合が 62％と
高い。 

・ 取扱貨物は衣類・身廻品・履物や食料品、再利用資材など、都市の活動に
直結する品目の比率が高く、商業港的な性格が強い。 

・ コンテナふ頭、フェリーふ頭、物資別専門ふ頭などを機能的に整備・配置
している。 
ｱ) 大井ふ頭 
東京港のコンテナ貨物の６割以上を扱う主要な外貿コンテナ埠頭。 
ふ頭背後には、主に外貿コンテナ貨物を荷捌き、保管するための海貨上
屋５棟が整備され、コンテナ貨物の円滑な輸送に貢献している。また、背
後の倉庫用地３３ヘクタールには、４０社が進出して最新鋭の物流センタ
ーを稼働させている。 
コンテナ船の大型化に対応するため、既設８バースを７バースに再整備
する工事が平成１５(2003)年に完成し、大幅な機能の向上が図られた。 
そのほか、住民生活に欠かせない輸入食品等を取り扱う水産物埠頭、食
品埠頭が立地している。 
ｲ) 青海ふ頭 
青海ふ頭の西側に、大井ふ頭と並ぶ東京港の主要外貿コンテナ埠頭であ
る、青海コンテナ埠頭が立地し、高規格コンテナターミナル等５バースが
稼働している。また、東側には、外貿在来船の主要埠頭であるお台場ライ
ナー埠頭９バースが立地する。 
埠頭背後には、大規模な流通センターに加え、多くの上屋、民間倉庫が
整備され、ふ頭と一体的に効率的な荷捌きを行っている。 
ｳ) 品川ふ頭 
1967 年にオープンした日本で最初のコンテナ埠頭であり、現在は、中国・
韓国航路や東南アジア航路などの近海航路に利用されている。 
その他、北海道と東京港を結ぶ定期航路が就航する内貿バースが配置さ
れている。 
ｴ) １０号その２ふ頭 
九州、沖縄、北海道等との国内航路網が充実し、大型ＲＯＲＯ船を中心
とした定期航路が就航する東京港の主要内貿埠頭である。 
また、九州等を結ぶフェリー埠頭がその南に配置されており、全国を結
ぶ内航海運基地として利用されている。 
ｵ) 竹芝、日の出ふ頭 
竹芝ふ頭は、伊豆、小笠原諸島との玄関口として利用され、安定かつ快
適な足の便と島民への生活物資等の輸送基地として機能している。 
日の出ふ頭には、浅草、台場、有明（東京ビックサイト）等への水上バ
スや港内クルーズ船の発着場が整備されている。 
ｶ) 晴海ふ頭 
開港 50 周年の 1991 年には、東京港に寄港する内外の客船を迎え入れる
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ため、東京の海の玄関として晴海客船ターミナルが整備された。 
 

○ 川崎港 
・  総貨物取扱量 93,936千トン 
・  民間施設での取扱貨物のうち輸入が62%を占めている。（取扱品目は原油な
どのエネルギー関連が高いシェアを占める。） 

・  公共施設では完成自動車の割合が高く、特に輸出貨物に占める割合は、８
割以上となっている。 
ｱ) 千鳥町地区  
川崎港内では、最初に公共ふ頭が整備された地区であり、バルク貨物等
の主要な公共埠頭であるとともに、民間専用バースも配置されている。 
また、当該地区では、石油化学関連企業や発電所などが立地するほか、
交通インフラのひとつとして、神奈川臨海鉄道がある。 
ｲ) 東扇島地区  
製材や自動車等の在来埠頭、外貿コンテナ埠頭やかわさきファズ物流セ
ンターが立地する等、物流機能の中核をなす主要埠頭である。 
また、冷凍・冷蔵倉庫群が多数立地しているほか、石油化学系やＬＮＧ
の専用ふ頭も配置されている。 
川崎市街とは、川崎港海底トンネル、東京・横浜方面へは高速湾岸線に
より連絡している地区で、交通拠点でもある。川崎マリエンや東扇島東公
園等の市民利用施設もあるほか、基幹的広域防災拠点も整備されている。 
ｳ) 浮島地区  
浮島町には石油化学系企業が多数展開しており、民間専用バースが多数
配置されている。浮島１期地区は東京・横浜方面へは高速湾岸線、千葉方
面へは東京湾アクアラインで連絡しており、交通の利便性が高い。また、
暫定的な土地利用も開始されている。 
       沖合の浮島２期地区は、廃棄物処分場として、埋め立て
事業が実施されている。 
ｴ) 扇島地区 
わが国有数の規模の製鉄所が操業しており、鉄鉱石・石炭等の原材料を
扱う大水深の専用岸壁がある。また、石油化学等の民間専用バースが配置 
ｵ) 夜光、水江町、池上町、小島町地区 
鉄鋼業、化学工業をはじめとする多様な工場群が操業しており、民間専
用バースが多く配置されている。水江町では神奈川臨海鉄道により、JR 塩
浜操車場と連絡している。また、臨港道路東扇島水江町線の建設が予定さ
れている。 
ｶ) 扇町、浅野町、南渡田町、大川・白石町地区 
鉄鋼業やセメント業が立地しており、民間専用バースが多く配置されて
いる。扇町には JR 鶴見線、大川・白石町には JR 鶴見線大川支線がそれぞ
れ鶴見まで連絡しており、旅客輸送が行われている。 

 
    ○ 横浜港 

・ 総貨物取扱量 141,757千トン 
・ 総貨物量(t)では、公共、民間施設ともほぼ半々の取扱量。  
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・ 公共施設における外貿貨物のうちコンテナ貨物が 75％と高い割合。 
・ コンテナ以外では完成自動車（輸出）の割合が高い。 
ｱ) 本牧ふ頭 
横浜港のコンテナ貨物の６割以上を扱う主要な外貿コンテナ埠頭。 
昭和 38(1963)年から埋立が開始され、当初は４つの突堤をもつ櫛形埠頭
であったが、BC突堤間を埋め立てることにより、スーパー中枢港湾の中核
施設となる、単一のコンテナターミナルとしては国内最大級の本牧ふ頭Ｂ
Ｃコンテナターミナルが、平成 17(2006)年 12月に全面供用を開始した。 
ｲ) 南本牧ふ頭 
横浜港のコンテナ貨物の約３割を取扱う先進的なコンテナターミナルを
持つふ頭。 
当該ふ頭は、現在も埋立造成中であるが、岸壁水深 16ｍの大水深高規格
コンテナターミナル、２バースが既に稼動している。 
現在、岸壁水深 20ｍを持つコンテナターミナル、１バースの整備を推進
している。 
ｳ) 大黒ふ頭 
昭和 46(1961)年から埋立てを開始し、平成 2(1990)年に完成した横浜港
内最大の島式埠頭である。埠頭内には民間倉庫が多く集積し、また製品輸
入の増大傾向に対応するための総合物流施設である「横浜港流通センター
（Y－CC）」が平成８(1996)年から供用されている。 
このほか、自動車輸出入拠点となる自動車船専用バースや、コンテナバ
ース、ライナーバース、内航船バースなど、多彩なバース構成を有してい
る。 
ｴ) 大さん橋ふ頭 
明治 27(1894)年の完成以来、日本の玄関口として国内外の多くの客船を
迎え入れてきた、客船専用埠頭である。昭和 62(1987)年から大規模な再整
備が進められ、平成 14(2002)年にリニューアルオープンした。国内トップ
の客船寄港数を誇り、ターミナルの先端部分には、各種イベントに利用で
きるホールを併設している。屋上は、24時間開放の広場となっており、多
くの観光客が訪れるエリアとなっている。 
ｵ) 山下ふ頭 
昭和 28(1953)年から埋立てを開始し、昭和 38(1963)年に完成した埠頭で、
在来貨物を中心に取り扱う。本牧ふ頭の完成まで、横浜港の中心的な役割
を担ってきたが、現在は、倉庫が数多く立地している特性を活かし、本牧・
大黒ふ頭を支える重要な物流拠点となっている。 
また、ふ頭内には、航空貨物を扱う、「横浜航空貨物ターミナル（ＹＡＴ）」
が立地している。 
ｶ) 鶴見地区 
京浜工業地帯における生産拠点として、石油化学工業や鉄鋼関係などの
重化学工業を中心とした民間企業が多く立地している。 
最近では、研究開発所や外資系の大型物流施設の立地などが展開され、
利用転換など、多機能な集積が進んでいる地区である。 
ｷ) 磯子・金沢地区 
造船所や石油化学工業などの重化学工業を中心とした民間企業が多く立
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地している。 
地区内にある金沢木材ふ頭は、昭和 45(1970)年に建設着手、昭和

49(1976)年に供用が開始され、輸入木材や在来貨物を扱う。 
また、増大する海洋性レクレーションの需要に対応するために、旧貯木
水面を利用して整備したマリーナ施設「横浜ベイサイドマリーナ」など、
市民利用施設が立地している。 
 

  ② 各港の抱える課題 
○ 共通の課題 
・ 厳しい地方自治体等の財政事情の中で、十分な港湾関連予算の確保が難し
くなっている。 
京浜港の集荷力（国内ハブ機能）の視点から、背後圏を結ぶ交通ネットワーク
が十分な水準にない。（国道３５７号など臨海部交通ネットワークの整備促
進、東日本を中心とする内航・鉄道ネットワークの充実が必要） 

・ 京浜港間の横持ち輸送が多く発生しており、交通混雑等の一因となってい
るとともに物流コストの増加にもつながっている。 
・ コンテナ貨物の増加に伴いバンプールやシャーシプールが不足しており、 
  また、高機能ロジスティックターミナル等の立地を誘導するための十分な
用地が確保できていない。 

・ 経年により物理的に老朽化している港湾施設、倉庫等も多く、また、コン
テナ化や物流革新に十分に対応できない機能的に老朽化した施設の更新も
必要となっている。 

・ 都心に近接した旧来からの物流ゾーンは都市的土地利用への転換が求めら
れているが、物流施設を移転再配置できるまとまった用地を確保することが
困難な状況にある。また、港湾活動の場と、その周辺に隣接する都市活動と
のすみわけを明確化するとともに、交通インフラ等、土地利用の再整理が必
要となっている。 

・ 開発空間が限られている中で、物流需要に対応した新たな大規模埋立を実
施することは難しい状況にあり、また、既存空間を再開発、再整備するため
の適切な事業手法の構築が必要である。 

・ 新たな埋立地確保が難しいことから、建設発生土等の長期的、安定的な受
入も困難になる可能性が高い。また、廃棄物の処理やリサイクルに関するニ
ーズに対し、施設立地、輸送、処理を効率的に行うための静脈物流システム
が確立できていない。 

・ 美しい海の復活が求められている中で、水質の改善が進んでいる一方で赤
潮等の発生頻度は相変わらず高く、対策のさらなる推進が必要となっている。 
 
○ 東京港 
・ 急速に進むコンテナ船の大型化への対応が急がれている。（大水深コン
テナターミナルの確保や既存コンテナターミナルの機能更新など） 

・ コンテナ貨物を中心とした大井地区等のコンテナターミナルゲート前渋
滞、第２航路海底トンネルの交通量の増加への対応が重要課題である。 

・ コンテナターミナルにおいて施設（ゲートやガントリークレーン等の荷
役機器）の老朽化とヤードの狭隘化が進んでいる。 
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・ 内貿ふ頭は内貿貨物のユニット化等が進み、恒常的にヤードが不足して
いる。 

 
○ 川崎港 
・ コンテナターミナル一体活用による東扇島総合物流拠点地区の拡充が急
務である。 

・ 千鳥町地区における施設の更新及び規模・配置等の見直しによる荷役の
効率化が重要課題である。 

・ 物流施設の集積が進む東扇島と水江町とを結ぶ臨港道路の整備が急がれ
ている。 
・ 強制水先制度の規制緩和が懸案となっている。 
・ バルク船の大型化への対応の検討が必要となっている。 
・ 専用岸壁の老朽化が進んでいる。 

 
○ 横浜港 
・ 急速に進むコンテナ船の大型化への対応が急がれている。（大水深コン
テナターミナルの確保や既存コンテナターミナルの機能更新など） 
・ ライナーバースの利用転換が課題となっている。 
・ 強制水先制度の規制緩和が懸案となっている。 
・ コンテナターミナルにおいて施設（ゲートやガントリークレーン等の荷
役機器）の老朽化とヤードの狭隘化が進んでいる。 
・ 輸入雑貨の貨物量が伸び悩んでいる。（倉庫等物流機能の活性化） 
・ 輸出用自動車関連施設（岸壁、置場）が不足している。 

 
   【参考】各港の港湾計画 
   ○ 東京港（平成１７(2005)年１２月） 

・ 計画目標年次：平成２０年代後半 
・ 外貿コンテナふ頭機能の拡充・強化 
  （⇒中央防波堤外側コンテナターミナル整備） 
・  内貿ユニットロードふ頭の再編・強化 
・  臨海部交通ネットワークの拡充 
□ 平成２１(2009)年５月東京都港湾審議会答申内容 
・ 大型船化への対応 
・ 臨海部全体の交通ネットワークの強化 
 

   ○ 川崎港（平成１２(2000)年３月） 
・  計画目標年次：平成２０年代前半 
・  首都圏を支える物流拠点の形成 
    （⇒東扇島地区を中心とした外内貿機能の充実・強化） 
・  港湾と背後地域との連絡による物流機能の強化 
    （⇒臨港交通体系の充実） 
・  震災時における経済活動を支える物流機能の確保 
    （⇒大規模地震災害時における緊急物資輸送等の対策の推進） 
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   ○ 横浜港（平成１８(2006)年２月） 
・  計画目標年次：平成２０年代後半 
・  高効率な外貿コンテナターミナルを拠点とした国際競争力の強化 
    （⇒高規格コンテナターミナルの形成(本牧ふ頭、大黒ふ頭、南本牧ふ頭)） 
    （⇒コンテナ船の大型化への対応〈南本牧ふ頭MC－3,4〉） 
・  物流需要の変化に対応した港湾空間の効率的な利用 
    （⇒公共岸壁の機能転換及び集約） 
・  臨海部の道路体系の強化 
    （⇒ふ頭間及び広域道路ネットワークの形成） 



14 

２ 京浜港を取り巻く状況 

（１）世界的な物流を取り巻く状況 
① 世界の経済動向 
国際通貨基金(ＩＭＦ)及び世界銀行の短期・中期世界経済予測では、サブプラ
イムローン問題に端を発した世界的な需要低迷を受け、2009 年の世界の経済成
長率をこれまでの見通しと比較して、下方修正している。 
2010 年以降の中長期的な経済成長率は、一定程度回復すると予測されている
が、不確定な要素も多い。アジア地域については、ＧＤＰの伸び率は低下するも
のの、相対的には世界の他地域よりも高い成長率を維持するものと考えられてい
る。 
 
② 国際分業の進展 
製造業を中心とした国際分業が世界的に進展する中、中国などのアジア諸国は、
海外先進国からの投資を積極的に受け入れ、高い成長率を実現してきた。 
我が国においても、1985 年のプラザ合意による円高の進行以降、アジア、特
に中国への直接投資件数が急増するとともに、1997 年のアジア通貨危機後、中
国とその他アジア諸国との投資件数の格差が広がっている。 
日本企業は中国沿岸地域を中心に幅広く進出しており、その総計は 2007 年の
統計で 4,878 社に達している。 
また、国際分業が進展したことにより、部品や完成品の輸出入の増加、航空輸
送と海上輸送のボーダレス化等、従来と異なる物流需要が顕在化しており、これ
に対応してロジスティクスも変化してきている。 
 

③ 物流革新の動き 
近年、経済活動のグローバル化や消費者ニーズの多様化に伴う商品の短サイク
ル化等により、原材料調達から生産、販売までの流れを一体的に管理する、いわ
ゆるサプライチェーンマネジメントの概念が重要視されている。 
物流は、企業戦略上重要な位置を占めるようになってきており、コストだけで
はなく、定時性や正確性の確保といった質の高い物流サービスの提供が求められ
ている。 
また、企業においては、経営効率化の観点から、物流業務全般を外部の物流専
門業者に一括して発注するなどの流れが急速に拡大しており、物流業者に求めら
れる役割や業務範囲も、単なる配送だけではなく、物流システムのマネジメント、
プランニング等のコンサルティング業務を包括して提供するなど、多様化してき
ている。 
   
④ 荷動き状況 
世界的な生産拠点となったアジア地域の経済発展により、国際海上コンテナ貨
物流動量が増加し、アジア諸港におけるコンテナ取扱量が大きく増大している。 
また、欧米等の最終消費地に向け、ダイレクトに輸送されるコンテナ貨物の取
り扱いが増加するとともに、経済発展を背景としたアジア諸国の消費市場として
の存在感の高まりにより、アジア域内での貿易も活発化してきている。 
1999 年と 2007 年のコンテナの荷動きを比較すると、欧米間（大西洋航路）に
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おける増加量は小さいがアジアから北米間（北米航路）、アジアから欧州間（欧
州航路）、アジア域内（アジア航路）の荷動きがそれぞれ 2.30 倍、2.68 倍、2.25
倍と大幅に拡大しており、アジアの重要性が高まっている。 
 
⑤ 国際海上輸送ネットワークの状況  
海運業界も、激しい競争に晒され、コストの低減等の経営努力を続けている。
貨物の流動量に応じて、基幹航路における大型船の投入と寄港地の集約化を進め
るとともに、基幹航路から外れた、取扱貨物量の少ない港に対しても、貨物の囲
い込みを図るためフィーダー輸送網を拡大している。 
また、国外では、より輸送効率を高めることが可能な４５ft コンテナの利用
が拡大しており、2005 年に国際標準化されたことから、今後、急速に普及して
いくことが予想される。 
経営面でも、規模の拡大による効率化、グローバルネットワークの充実による
サービス強化を目的に、大手企業同士の合併、再編、業務提携等による競争力強
化が図られている。 

 
⑥ 大型船投入状況 
  物流コストの低減を目的に、主要な船会社は基幹航路に投入するコンテナ船の 
大型化を積極的に進めている。 
 現在、世界経済が停滞する中で、多くの新造大型コンテナ船は稼働を見合わせ 
ているが、景気の回復とともに就航してくることは確実である。 
特に、欧州航路では、最も大型化が進んでいる。多くのサービスは、我が国に
寄港していないが、すでに 8,000TEU 型以上のコンテナ船が数多く投入され、
12,000TEU 級の超大型コンテナ船も就航している。 
一方、北米航路に就航しているコンテナ船は、現在 4,000TEU～6,000TEU 型が
中心となっているが、10,000TEU 型も就航するなど大型化が進んでいる。また、
今後、欧州航路への 10,000TEU 超のコンテナ船への代替が進み、その結果、現在
の中心である 8,000TEU 型船が次々と北米航路に投入されてくる可能性が高いと
見込まれている。 
このような船舶の大型化に対応するため、現在、パナマ運河の拡張等の工事が
2014 年の竣工を目指して進められている。 
工事完了後は、パナマ運河の通航許容量が倍増し、これまで他ルートへの迂回
を余儀なくされていた大型船の通行が可能となるなど、今後、ますます大型船標
準化への傾向が高まっていくと考えられる。 
また、近年、世界人口の増大や BRICs を中心とする世界経済の拡大等を背景と
して、生産資源、エネルギー資源、穀物資源の需給が世界的に逼迫し、荷動きが
増大するとともに世界的に資源価格が高騰する傾向にある。このため、資源調達
コストを大幅に縮減するため、世界的にバルク船の大型化が進展している。 
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図表４ 超大型コンテナ船の就航見込み 

 
 
資料：Clarkson Research Services Ltd, 「Clarkson Containership Register 2007」、パナマ運

河庁資料より 
注１）2007 年以降は、計画どおり竣工した場合の隻数 
注２）2007 年１月時点 

 
⑦ アジア諸港の動向 
近年、アジア諸港の発展は目覚しく、コンテナ取扱量でも上位を占めている。
（１位：シンガポール港、２位：上海港、3位：香港など） 
上位３港のうち、シンガポール・香港は地勢的な優位性を活かし、世界におい
て確固たるトランシップポートの地位を維持している。 
またターミナル整備については、土地造成段階から外国資本を参入させる方式
が採用されており、例えば、メガターミナルオペレーター会社に整備から運営ま
での一切を行わせるケースや外国船会社等との合弁会社による整備などの方法
が用いられている。 
コンテナ取扱量上位のアジア諸港のうち、港湾施設の整備や貨物集荷策で特徴
的な港湾を以下に取り上げる。 
 
 ア 中国・上海港（寧波港） 

上海港は、上海市だけではなく、周辺の蘇州や無錫、常州のほか、揚子江
の上流の武漢等、国際分業が進み日系企業を始めとした多くの製造業が進出
している大生産拠点が背後にある港である。これらの生産拠点に、生産に必
要となる部材を供給し、製品を欧米や我が国等の大消費地に供給している。 
また、貨物集荷に向け、背後に保税等の優遇措置を設けた大規模な物流拠
点を整備している。 
上海港に隣接するように立地している寧波港は、大水深の天然の良港であ
り、天然の大水深を利用したコンテナターミナルの整備を推し進め、上海港

    ２０１４年 
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同様、年々、取扱量を増加させている。 
 

 イ 中国･深圳港 
深圳は、赤湾、蛇口、塩田の３港を合わせ持ち、香港に隣接した中国で唯
一陸・海・空の税関が揃っている。 
塩田港は、2005 年 10 月から、港湾区と保税区が連結した保税物流圏区が
稼動し、通関手続きの簡素化や、コストダウンを実現し、日系企業の進出も
盛んである。 
 

 ウ 韓国・釜山港 
釜山港では、トランシップ貨物に焦点を当てたポートセールスを行ってい
る。そのため、船社に対するインセンティブ制度として、トランシップ貨物
の荷役料の一部補助等を行っている。 
また、釜山港－釜山新港間の横持輸送費用の補助や、両港を寄港する船社
に対して入港料や岸壁使用料を全額免除する等の措置を行っている。荷主に
対しては、釜山港・釜山新港等の背後地域に進出した企業に対し、租税の減
免を行う等の優遇策を講じている。 
これらの取り組みの中心となっている釜山港湾公社（以下「ＢＰＡ」とい
う。）は、2004 年に、従来の韓国政府海洋水産部の地方機関・釜山地方海洋
水産庁が、国際物流環境の急変や海外主要港湾の管理体制の変化に対応する
ために公社化された組織である。 
 

 エ 台湾･高雄港 
高雄港は、香港の混雑の影響からトランシップ貨物を増加させてきており、
1997 年に政府が、高雄港を国際ハブ港、基隆港、台中港をその補完港として
位置づけた。併せて、国内各港のもつそれぞれの機能を果たすべく 1997 年か
ら、順次カボタージュ規制や船社専用バースの制限等の緩和を行っている。
その結果、概ね順調に取扱量を増加させており、2002 年には 849 万 TEU、2007
年 1,026 万 TEU と、世界第８位の取扱量を誇っている。 
 

 オ 東南アジア･ベトナム 
東南アジアの新興国のなかでは、いわゆる「チャイナ＋１」の投資先とし
てベトナムが注目を集めている。 
北部ではハノイ市を中心に、南部ではホーチミン市を中心とした地域にお
いて、日系企業を中心とした製造業が進出してきており、南部地域を中心と
して、海上貨物量も増加している。 
 

（２）我が国、京浜港を取り巻く環境変化 
ア  人口の減少、高齢化 

    我が国の人口は既に減少局面に入っており、いわゆる生産年齢人口も平成 
４年をピークに減少している。 

     同時に高齢化の進行も著しく、平成２０(2008)年の高齢化率は 22.0％と先
進国では極めて高い水準となっている。 

     このような人口減少、高齢化社会の進行の中で我が国経済の持続的成長を 
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図るためには、技術革新等が不可欠といわれており、港湾活動維持にも同様 
の課題を有している。 

 
   イ 地球的規模の環境対策 
     地球の温暖化を招いている温室効果ガスの削減について、国際的な取組が 

進められており、我が国も 2020 年の排出量を 2005 年対比で 15％削減するこ 
とを表明している。 
 港湾においても排出量の少ない船舶の開発、陸上電源供給システム、モー 
ダルシフトなどの対応が進められているが、一層の取組が求められている。 
 
ウ 国内の産業立地動向   
産業や人口の集中に伴う地域間格差問題や公害問題等に対応するために、
昭和３０年代から４０年代にかけて制定された工業等制限法、工場立地法及
び工業再配置促進法（いわゆる工場制限三法）のもと、京浜臨海部を始め首
都圏の既成市街地において、工場、作業所等の新設・増設が制限される一方、
工業の集積度が低い地域への工業再配置を促進する政策が取られてきた。 
このため、京浜港の一部をなす京浜臨海部においても、生産能力の向上が
図られず、閉鎖や地方へ移転する工場、作業所等も発生するなど、輸出入貨
物量へも少なからず影響をおよぼす結果となった。 

     
エ テロ等に対する安全対策の強化 
2002 年の SOLAS 条約（※）改正に伴い、外航船と港湾施設の保安対策強化
を図っているが、さらなる取組が求められている。 
特に米国は、各国にメガポートイニシアティブへの対応を求めてきており、
今後、ターミナルへの出入管理の高度化等の課題とともに対策を講じていく
必要がある。 
（※）SOLAS 条約・・・1912 年のタイタニック号海難事故を受けて制定された、

船舶の安全確保を目的とする国際条約 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
     SOLAS 対象施設（必要な保安確保を行わなければならない施設） 
     → ・国際航海船舶である旅客船が年間１回以上寄港する施設 
       ・もしくは上記以外の国際航海船舶が年間 12 回以上寄港する施設 

 上記２点の基準により、京浜港における主要埠頭のほぼ全ての施設が、
SOLAS 対象施設となっている。 
 
 

【保安体制】 
＜施設整備＞ 
フェンス、監視カメラ類、保安照明、監視情報システムの等整備 

 ＜保安計画＞ 
埠頭・水域保安規定の策定 

 ＜体制整備＞ 
  保安訓練や研修の実施、連絡・協力体制の整備 等 
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 オ ３環状道路の整備 
３環状道路※については、現在、国において重点的に整備することとされ、

中央環状線や圏央道は 2015年度を完成目標としている。 
３環状道路の整備が進めば、京浜港と物流圏地域との輸送時間の短縮や、

輸送効率の向上等が期待できるが、あわせて臨海部の物流施設と物流圏との
効果的な物流体系の構築についても検討していく必要がある。 
※３環状道路：首都圏中央連絡自動車道(以下「圏央道」という｡) 

     東京外かく環状道路(以下「外環道」という｡) 
         首都高速道路中央環状線(以下「中央環状線」という｡)の総称 

○ 圏央道 
  2015年度を圏央道全体の完成目標として整備が進められている。 
○ 外環道 
 2009年 5月に「関越道～東名高速道路」間の整備計画が改定された。 

○ 中央環状線 
現在整備中の「中央環状新宿線」は 2009 年度、「中央環状品川線」は

2013年度の完成を予定している。 
 

     カ 羽田空港の再拡張・国際化 
羽田空港（東京国際空港）は、年間約 6,700 万人（2006 年度）が利用す
る国内最大の空港であるが、再拡張事業により 2010 年より発着回数が大幅
に拡大するとともに、一層の国際化が推進される。 
物流については、空港内の国際物流機能の向上、国際線地区貨物ターミナ 

ルの整備等が進められている。 
また、現在航空貨物ターミナルの整備が進められているが、更なる容量の
拡大も視野に入れて、港湾物流機能についても検討していく必要がある。 
 

【羽田空港再拡張事業】   
国は、羽田空港に新たな４本目の滑走路等を整備し、年間の発着能力を現在 
の 29.6 万回※から 40.7 万回に増強して、発着容量の制約の解消、多様な路線 
網の形成、多頻度化による利用者利便の向上を図る「滑走路整備事業」ととも 
に、将来の国内航空需要に対応した発着枠を確保しつつ国際定期便の受入を可 
能とするための、国際線地区旅客ターミナルビル、貨物ターミナル、エプロン 
等の整備を行う「国際線地区整備等事業」による、「羽田空港再拡張事業」を 
実施しており、2010 年 10 月供用開始予定である。 
※ 羽田空港容量は、平成19年9月1日から高速離脱誘導路の整備等に伴い、
30.3 万回に増枠 
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３ あるべき京浜港を検討していく上での視点 

（１）京浜港が担うべき役割 
    京浜港は、今後とも現在有している総合港湾としての様々な役割を果たしてい

くことが期待されている。 
旅客輸送、観光・レクリエーション、防災、都市活動の支援などは大都市港湾
の重要な機能であり、当然に維持されるべき機能である。 
物流面では、総合物流拠点として、引き続き様々な輸送ニーズに対応していく
が、主要な「エネルギー基地」「自動車取扱港湾」「外貿コンテナ貨物輸出入基地」
としての３つ機能を中心に、引き続き充実・強化を図っていく必要がある。 
具体的には、「エネルギー基地」としての機能・役割を果たすには、大規模な
生産機能や海上輸送機能の確保が不可欠であることから、容易に他港で代替でき
るものではない。また、「自動車取扱港湾」としての機能・役割については、多
様な輸送形態に対応できる機能を維持し、我が国の基幹産業を支えていく。 
一方、「外貿コンテナ貨物輸出入基地」としての機能・役割については、船舶
の大型化や寄港地の集約が進む中、飛躍的な成長を遂げる中国等のアジア諸港
に差をつけられつつあり、国際競争力が大きく低下している状況にあることか
ら、国際港湾としての機能強化に向けた取り組みを進めていく必要がある。 
「総合港湾」の主要機能である総合物流機能において、その一角を占める「外
貿コンテナ貨物輸出入基地」機能が活力を失うことは、総合港湾としての京浜港
の将来にとって大きな痛手となる。同時に、そのことによる住民生活・産業活動
への影響も極めて大きなものである。 
したがって、次項以降は「外貿コンテナ貨物輸出入基地」の機能について、中
心的に記述し、課題の整理をおこなっていく。 

 
（２）京浜港としての問題点とその要因 
① 国際競争力低下の状況 
  ア コンテナ取扱個数 

日本は国別のコンテナ貨物取扱量の比較では、順位では世界第 4位を占める
ものの、国別の世界シェアでは約５％に過ぎない。 
さらに、中国をはじめとするアジア港湾の躍進により、港湾別の世界ランキ
ングでは、2007 年は、東京港、横浜港とも世界 20 位以下となっているなど、
相対的な地位を低下させている。 
その結果、世界の港湾において取扱貨物量が増加し、船会社による基幹航路
の集約化が進む現状で、国内主要港湾において基幹航路の寄港を維持するだけ
のコンテナ貨物取扱量が確保できない状況になりつつある。 
 
○  港湾における国別コンテナ取扱量（2006年） 

   （順位）   （国名）     （ｺﾝﾃﾅ取扱量（万 TEU）） (世界シェア（％）) 
     第１位   中国     10,822万 TEU        25.2％ 
     第 2位   米国      4,088万 TEU        9.5％ 
     第 3位   ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ    2,479万 TEU        5.8％ 
     第 4位   日本      1,827万 TEU        4.3％ 
     第 5位   韓国      1,571万 TEU        3.7％ 
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○ アジア諸港の躍進により我が国の相対的地位が低下 
   1997年 横浜港 第 13位 235万 TEU 
        東京港 第 14位 232万 TEU 
        川崎港   －   3万 TEU 
         ↓ 
   2007年 東京港 第 24位 412万 TEU 
        横浜港 第 28位 343万 TEU 
        川崎港   －    7万 TEU 
 
 イ 基幹航路における日本発着貨物取扱比率   

コンテナ船の大型化が進むとともに、我が国における産業構造の変化（生産
拠点の移転等）や国内各港を経由した貨物分散等の理由により、基幹航路を運
航するコンテナ船における日本港湾を発着する貨物の割合が減少する傾向に
ある。（例えば、北米航路の東航（アジア→北米）では、1997 年のシェア 16％
が 2006 年には 6％まで落ち込んでいる。） 
このような背景に伴い、船社の経営戦略上、日本の港湾が、寄港地としての
魅力を失いつつあり、基幹航路からの抜港の一因になっているものと考えられ
る。 

 
 ウ 京浜港における基幹航路の寄港状況等 

我が国港湾のコンテナ貨物取扱量の相対的な地位の低下とともに、東京港及
び横浜港における寄港数は減少している。 
北米航路では、1998 年から 2008 年の 10 年間に、中国諸港（塩田、上海等）
への寄港数が急増した。（塩田港は約 9倍、上海港 8倍）一方、横浜港は 19
航路から 20 航路、東京港は 16 航路から 14 航路となっている。 
欧州航路では、同時期に、北米航路同様に、中国諸港（塩田、上海等）への
寄港数が急増している。この間、横浜港は 7航路から 1航路、東京港は 9航路
から 8航路となっている。 
 

 
 

基幹航路 １９９８年 ２００8年 
東京港寄港 ２５航路 ２２航路 
横浜港寄港 ２６航路 ２１航路 

    （「国際輸送ハンドブック」（1998 年版、2008 年版、オーシャンコマース）より作成） 
 

8000ＴＥＵ型を超えるコンテナ船の急速な大型化が進展する中、これに対応
したふ頭は、京浜港に現在のところ２バースしかなく、大型コンテナ船の受け
入れ態勢は必ずしも十分ではない。 
なお、国内主要港についても寄港数は、減少しており、北米航路では、神戸
港は 20 航路から 12 航路、名古屋港は 18 航路から 14 航路、欧州航路では、神
戸港は 10 航路から 5航路、名古屋港は 11 航路から 5航路となっている。 

   図表５ 基幹航路の寄港状況 
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   エ フィーダーポート化の現状 

国際ハブ港として多くのトランシップ貨物を取り扱っていた神戸港が、1995
年の震災により施設へ大きな被害が生じ、コンテナ取扱ができない期間が長期
に及ぶとともに、リスク分散の観点から、国による国内各港の整備が進んだこ
とを契機に、釜山港等の近隣主要港でのトランシップによる輸送形態が定着し
ていった。 
海外トランシップされた我が国発着のコンテナ貨物のうち、平成 5(1993)年
時点では、釜山港においてトランシップされたものが、９％程度であったのに
対し、平成 15(2003)年には、34%と全体の 1/3 を超えるところまで増加してし
まっている。このままの状態が続けば、京浜港のみならず、我が国港湾全体が
フィーダーポート化する恐れも否定できない。 

 
図表６ フィーダーポート化の現状 

 
 
 

 
 

    オ フィーダーポート化の問題点 
京浜港が、フィーダーポートに転落すれば、以下のような重大な問題が生じ
る恐れがある。 
 

     ○ フィーダー輸送の場合、トランシップ港における積み替え荷役作業の増加
や輸送日数の増加などにより、定時性が損なわれる可能性が高まるだけでな
く、製品等への傷みも懸念される。また、輸送コスト、在庫コストが増加し、
製品価格の上昇や輸出貨物の価格競争力の低下を招くなど、産業活動や住民
生活に重大な支障が生じる。 

 
     ○ フィーダー輸送の増加により、北米、欧州等との直行便の取扱貨物量が減 

少することで、一層、基幹航路の寄港数が減少し、航路サービス網が少なく 
なるなど、外貿コンテナ輸送の輸送効率の低下という悪循環が生じる。 

 
 
    カ 物流圏貨物の京浜港取扱シェアの低下 

外外貿貿ココンンテテナナ貨貨物物取取扱扱港港湾湾数数  

：：平平成成５５年年度度時時点点  2255港港  

ううちち韓韓国国貨貨物物取取港港湾湾  2200港港  

外外貿貿ココンンテテナナ貨貨物物取取扱扱港港湾湾数数  

：：平平成成１１００年年度度時時点点  4499港港  

ううちち韓韓国国貨貨物物取取港港湾湾  4411港港  

外外貿貿ココンンテテナナ貨貨物物取取扱扱港港湾湾数数  

：：平平成成１１５５年年度度時時点点  6600港港  

ううちち韓韓国国貨貨物物取取港港湾湾  5588港港  
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国内において工場等の地方立地が進むとともに、国内各港整備の推進、外航
航路の就航により、京浜港の物流圏において変化が見られる。 
具体的には、各都道府県における京浜港取扱シェアについては、平成
5(1993)年と平成 20(2008)年を比較してみると、輸出・輸入ともに、北海道か
ら東北地域、北陸地域で低下しており、京浜港における貨物集荷力が弱まって
いる。 
 

図表７ 京浜港取扱シェアの比較 

 

 
     資料)｢輸出入コンテナ貨物流動調査｣(平成 5年､平成 20 年 国土交通省港湾局)により作成 

 
 ② 現状を引き起こした要因 
 ア 生産拠点の海外移転等に伴う物流構造の変化 
 東アジアにおける生産構造が変化し、我が国で完成品を生産し、海外に輸送す
ることが難しくなっている。 

 
安価な人件費等を背景に、アジア諸国が世界の生産拠点となった当初において
は、アジア諸国で部品供給を担い、我が国で組立加工して国内での需要や欧米へ
の輸出を行っていた。 

しかしながら、最近では、消費者ニーズが多様化し、小口高頻度輸送や、リ
ードタイム短縮など高品質の物流サービスが求められており、アジア諸国で部
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品供給に加えて組立加工も行い、ダイレクトに最終消費地に輸送する傾向が強
まって、日本を経由しない生産物の割合が高まっている。 

 
 イ 国内各港の整備 
 国内にはコンテナ貨物取扱港湾の数が多く、貨物が分散し、国内主要港湾に
おいてスケールメリットを活かせない。 

 
例えば、隣国の韓国と輸出入コンテナ取扱港湾を比較すると、我が国では輸
出入コンテナ貨物の取扱実績のある外貿コンテナ貨物取扱港湾が 65 港、韓国
は 9港であり、絶対数では約 7倍となっている。 
コンテナ取扱港湾数が多い結果、韓国において最も取扱量の多い釜山港は、

対国内シェアが 60%を上回っている一方、京浜港の対国内シェアは約 41%にと
どまっている。 
国内貨物が分散化された結果、コンテナ貨物の取扱量の多い三大湾及び北部九
州の国内主要港湾（以下「国内主要港湾」という。）においても、基幹航路の
寄港を維持するコンテナ貨物取扱量を確保しにくい状況になりつつある。 
 
図表８ 我が国と韓国における輸出入コンテナ貨物取扱港湾の比較 

 日本 韓国 
港湾数 重要港湾以上：128港 

うち、2007 年に輸出入コンテナの取扱実績があっ
た港湾は 65港 

外貿港湾：28港 
うち、主なコンテナ取扱港湾は 9港 

面積 377,930 km2 99,678km2 
 （約 6,100km2にコンテナ港湾が 1港 （約 11,000km2にコンテナ港湾が 1港 
  ＝10,000km2あたり 1.6港 ）  ＝10,000km2あたり 0.9港 ） 
海 岸 線 延
長 

29,751km 2,413km 

 （約 480kmにコンテナ港湾が 1港 （約 268kmにコンテナ港湾が 1港 
  ＝1,000kmあたり約 2.1港 ）  ＝1,000kmあたり約 3.7港 ） 
人口 12,777万人（2005年） 4,846万人（2007年） 
 （約 206万人にコンテナ港湾が 1港 （約 538万人にコンテナ港湾が 1港 
  ＝1,000万人あたり約 4.9港 ）  ＝1,000万人あたり約 1.9港 ） 
GDP 43,854億 USD（2007年） 9,568億 USD（2007年） 
 （約 707億 USDにコンテナ港湾が 1港 （約 1,063億 USDにコンテナ港湾が 1港 
  ＝1兆 USDあたり約 14港 ）  ＝1兆 USDあたり約 9港 ） 

          
  コンテナ個数

（TEU） 
対全国 
シェア 

 コンテナ個
数 
（TEU） 

対全国
シェア

 

 全国計  17,162,815 100.0% 全国計 11,599,998 100.0%  
 京浜  6,943,140 40.5% 釜山港 7,638,073 65.8%  
  東京 3,718,536 21.7% 光陽港 1,488,206 12.8%  
  川崎 43,282 0.3% 仁川港 1,661,741 14.3%  
  横浜 3,181,322 18.5% 蔚山港 372,951 3.2%  
 阪神  4,006,060 23.3% 馬山港 24,601 0.2%  
  大阪 1,972,685 11.5%     
  神戸 2,018,983 11.8%     
  堺泉北 14,392 0.1%     
 伊勢湾  2,804,411 16.3%     
  名古屋 2,638,452 15.4%     
  四日市 165,959 1.0%     

主 な 港 湾
の 輸 出 入
コ ン テ ナ
取扱量 
（ 日 本 は
2007 年実
績、韓国は
2008 年実
績・トラン
シ ッ プ 貨
物 は 含 ま
ない） 

       

資料）下記資料により作成 
・日本 面積：国土地理院資料、海岸線延長：「Factbook 2007」（CIA）、人口：「平成 17年 国勢調査」（総務省統計
局）、港湾コンテナ貨物取扱量：港湾近代化促進協会資料、GDP：「世界の統計 2009」（総務省統計局） 

・韓国 面積・人口：JETRO資料、海岸線延長：「Factbook 2007」（CIA）、港湾コンテナ貨物取扱量：BPA資料、GDP：
「世界の統計 2009」（総務省統計局） 

ウ 国内輸送コスト等 
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 国内輸送ネットワーク等が脆弱、未発達のため、輸送コストが割高となっ
たり、輸送効率の低下を招いたりしている。 

 
・ 内航フィーダー輸送が十分に機能しておらず、輸送コストも割高 
京浜港における内航フィーダー輸送は、100～150TEU積級の船舶による運
航が大半であり、概ね 400TEU積級以上の船舶で運航される釜山フィーダー
輸送と比較した場合、輸送効率の面で劣っていることに加え、燃料油等への課
税など輸送コストも高い。 
このため、トランジットタイムやコスト面でも非効率となるため、日本海側
との輸送航路については皆無となっている。さらに、太平洋側についてもサー
ビス網や定時性が必ずしも十分とはいえない状況にある。 

 
図表９ 定期内航海運の航路と寄港地 

    
資料）「海上定期便ガイド」により作成 

 
・ 鉄道輸送を本格化する体制が整っておらず、運賃競争力も不十分 
鉄道貨物輸送のうち、鉄道海上コンテナ貨物輸送については、ネットワーク
の整備は進んでいるものの、各地の貨物ターミナルにおける荷役機材の不足、
コンテナ搭載貨車が通行できないトンネルがあること、コンテナヤードと貨物
ターミナルが離れているため二次輸送を余儀なくされること、など多くの問題
が残されていることから、国内輸送量の拡大に至っていない。 
更に、貨物輸送は夜間が中心となっているため、海上輸送との接続が悪いと
ともに、輸送ダイヤの定期性・定時性は必ずしも高くない。 
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こうしたことから、鉄道輸送量は、国内輸送量の１％程度に留まっており、
釜山フィーダーと対抗できる運賃競争力が醸成されていない状況にある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      資料）JR貨物資料 出所）横浜市港湾局（http://www.city.yokohama.jp/me/port/green/tetsudou.html） 

 

 
資料）ネットワーク及びターミナル駅のコンテナ取扱いの可否は「JR貨物時刻表 2008」により作成 

トンネルの通行障害は「平成 17年度コンテナ輸送効率化検討調査」により作成 

 
  ・ 環状道路や周辺一般道路など、陸上交通ネットワークの不足 

高度成長期において、東京を中心とした首都圏の道路網の骨格として、「３
環状９放射」が計画された。 
しかしながら、東名高速、中央道、関越道、東北道、常磐道など放射方向
の高速道路は比較的早期に整備されたが、環状方向は整備途上であり、また
利用促進に向けての料金体系もネックになっているため、交通渋滞や沿道環
境の悪化等が発生するとともに、海上コンテナ貨物の迅速な国内陸上輸送に

◎ 40ftコンテナ取扱可能駅（最大重量35ｔ） 
◎ 40ftコンテナ取扱可能駅（最大重量24ｔ） 
○ 30ftコンテナ取扱可能駅（最大重量24ｔ） 
○ 30ftコンテナ取扱可能駅（最大重量20ｔ） 
△ 20ftコンテナ取扱可能駅（最大重量35ｔ） 

図表１０ 全国の鉄道による国際海上コンテナ輸送の実績 
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支障をきたしている。 
また、京浜港内周辺の一般道路には、橋梁の強度等の物理的な支障により、
４０ft国際標準コンテナ車でさえ通行できない区間があり、４５ftコンテナ
対応は全くなされていない。さらに、３港を有機的に結ぶ国道３５７号には
依然として未整備区間がある。 
これらにより、トラック輸送における輸送時間の短縮や、輸送効率の向上
等が進まず、コスト低減が厳しい状況にある。 
 
図表１１ 平成 19(2007)年において国際海上コンテナの取扱いがあった港湾と 

全国の道路網（高速道路、国道） 

 

         

首都圏における指定道路（高さ、国道以上） 
 
 
・ 京浜港内の横持輸送 
京浜港内では年間 30 万 TEU を超える横持ち貨物輸送が発生しており、こ
れに要する費用が船会社等の負担となっている。 
このような京浜港内の横もち輸送コストが、船会社のトータルコストに加算
されるため、欧州航路等の基幹航路における京浜港への直行便と、シンガポー
ル港、香港港、上海港、釜山港等経由のトランシップ輸送等とを比較した場合、
今後、運賃競争面で厳しい局面に立たされることが危惧される。 
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図表１２ 京浜港内におけるコンテナ貨物の横持ち 

東京港

横浜港 川崎港

139千TEU
（85千本）

185千TEU
（112千本）

4千TEU
（3千本）

0.3千TEU
（0.2千本）

0.2千TEU
（0.1千本）

0.7千TEU
（0.5千本）

約33万TEU
（約20万本）

 
資料）「平成 17年度コンテナ輸送効率化検討調査」により作成 

 
③ 全体的な課題 
ア 相対的に割高な港湾利用料金 
単純な比較は難しいが、発表されている東アジア主要港の港湾利用コストの
比較によれば、我が国港湾の港湾利用コストは、近隣諸外国の港湾と比較して
割高と言われている。 
港湾利用コストが高い要因として、前述の横持輸送の他に、ヒアリング調査
では、パイロットやタグボート等に要する費用が、指摘されている。 
 

イ 港湾周辺における新たな大規模な開発空間の不足 
港湾関連施設に関わる物流事業者からのヒアリング調査では、港湾周辺施設
における混雑緩和のため、シャーシプールやバンプール等の必要性が指摘され
た。また、輸入コンテナ貨物については、流通加工施設の整備に対するニーズ
が挙げられた。 
しかしながら、京浜港おいては、新たに埋立可能な水面も限られてきており、
また、周辺地域では、すでに高度な土地利用が進んでいるなど、今後、大規模
な開発空間を確保することが困難な状況となっている。 
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４ 港湾行政の総括 

（１）我が国における港湾行政の仕組み～国と地方との基本的役割分担 

 
 
① 港湾管理者（地方）の基本的役割 

港湾法では、港湾管理者になり得るのは、地方公共団体（普通地方公共団体や
一部事務組合等）や地方公共団体が設立する港務局に限定しており、港湾の開発、
利用及び保全に関する業務を行うこととされている。 
港湾管理者としての地方公共団体は、港湾を都市経営や街づくりと一体的に
管理運営することで、地域経済や住民福祉の向上にも貢献している。 
また、港は、貴重な水際線であり、市民の親水空間、観光資源としての観点
からウォーターフロント開発を進めるなど、地方公共団体が行うまちづくりに
おいても重要な位置づけを有している。 
港湾は物流インフラとしての役割はもちろん、地域経済や市民生活と密接な
係りをもつ存在となっている。 
さらに、港湾物流のみを捉えた場合でも、半世紀以上にわたる長年の港湾管
理により、ノウハウの蓄積、関係省庁をはじめ、船会社・港湾運送事業者など
の港湾関係者等との関係の構築が図られている。 
このように、港湾法において港湾管理者が地方公共団体とされたことにより、
地域の実情を把握した、今日的な地方分権の発想を先駆的に取り入れた運営が
行われている。 

  
② 国の基本的役割 

四方を海に囲まれた我が国において、物資のほとんどを海上輸送に頼っており、
港湾は、日本の産業社会を支える極めて重要な社会資本となっている。 
国は、港湾管理者が行う開発及び管理に対しても監督を行う立場には無いとさ
れているが、国の利害に重大な関係を有する重要港湾に対して、その港湾計画の
策定にあたって、国が策定する「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路
の開発に関する基本方針（以下「基本方針」という。）」との適合を求めることが
できるなど一定の関与を行っている。 
また、巨額の費用を要する港湾施設整備にあたり、基幹施設については、国は
その受益相応分として費用を負担している。なお、負担の方法として補助事業に
よるものと国直轄事業によるものとがあるが、国直轄事業で整備した施設につい
ても、港湾法により、国は港湾の開発及び管理を行わないこととなっているため、

 我が国においては、昭和 25年(1950)に港湾法が制定され、港湾管理者制度が
導入された。 
港湾管理者としての地方公共団体は、半世紀以上に渡り、港湾の開発、利用及
び保全に関する港湾管理者の業務とともに、港湾を、都市経営や街づくりと一体
的に管理運営し、港湾利用者や地域住民の便益の向上に寄与してきた。 
一方、物資のほとんどを海上輸送に頼る我が国において、国は、国全体として
の利益を確保していくという認識の下、国策としての長期的な港湾政策の策定や
港湾施設整備に対する受益相応分に応じた財源の支援等の役割を担ってきたが、
近年、その基本的役割分担が曖昧になりつつある。 
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 国は、国際競争力を強化し、港湾整備を推進していく観点から、港湾整備の
基本的方向となる｢長期港湾政策｣を策定し、港湾管理者としての地方公共団体
が策定する港湾計画等の適否を指導してきた。この結果、実質的に日本の港湾
は国の基本政策に基づき、整備が進められてきた。 
 しかしながら、我が国製造業の海外流出や港湾利用コストなどの要因もあり、
我が国港湾の相対的地位は低下している。 

その管理運営を港湾管理者に委ねることとなっている。 
このように、国は、国全体としての利益を確保していく観点から、基本方針を 
策定し、必要な法整備や港湾管理者に対する財源等の支援を行なうなどの役割
を担ってきた。 
 

③  国と地方の役割に関する最近の変化 
近年の港湾法の改正では、国有財産の国による直接貸付制度が導入されるなど、
「国は国策として政策を立案し、地方公共団体は民間事業者との調整を図りなが
ら現場を管理する」といった、これまでの国と地方との基本的役割分担が曖昧に
なりつつある。 

 
（２）国の取組み 
 
 
 
 

① 国の長期港湾政策 

阪神淡路大震災を一つの契機として、我が国港湾の国際競争力の低下が大きな
課題としてクローズアップされるところとなった。 
これを受け、国では 1995 年６月に新しい時代の潮流に対応するための長期港
湾政策「大交流時代を支える港湾－世界に開かれ、活力を支える港づくりビジョ
ン－」を策定した。 
ここでは、アジアをはじめとする諸国と活発に交流し、共生型社会を実現する
ため、人、物、情報の交流を安定的かつ効率的に行うことができる港湾ネットワ
ークの形成が目標として掲げられた。具体的には、中枢国際港湾である４大湾に
おいて、大水深コンテナ岸壁等の整備を進めるとともに、８地区を中核国際港湾
とし、地域の国際物流を担う港湾として整備することとした。この結果、コンテ
ナターミナルが地方港に分散整備されることとなった。 

    その後、地方分権推進委員会第５次勧告等を受け、「選択と集中」という新し
い理念のもと 2000 年「新世紀港湾ビジョン」が策定され、21 世紀の港湾行政の
進むべき方向として、全国的、広域的な視点から港湾の効率的、重点的な整備と
その適正な管理運営を推進することが示された。 

 
  ② スーパー中枢港湾政策 
    さらに、2002年11月には交通政策審議会において「経済社会の変化に対応し、

国際競争力の強化、産業の再生、循環型社会の構築などを通じてより良い暮らし
を実現する港湾政策のあり方」として、スーパー中枢港湾の育成が提案された。 
スーパー中枢港湾は、近隣アジア主要港の近年の躍進によって相対的な地位が
低下している我が国のコンテナ港湾の国際競争力を重点的に強化するため、中枢
国際港湾などの中から指定し、実験的、先導的な施策の展開を官・民連携の下で
行うことによりアジア主要港湾を凌ぐコスト・サービスの実現を図ろうとするも
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ので、京浜港はもとより、名古屋港及び四日市港、大阪港及び神戸港を「指定特
定重要港湾」に指定した。 
現在も、我が国の国内主要港湾の貨物集荷力及び国際競争力の低下に対し、
指定特定重要港湾へ集中投資を行い、先導的な施策を行うことによりアジア主
要港湾を凌ぐコスト・サービスの実現を図ろうとするスーパー中枢港湾施策の
充実・深化が進められている。 
しかしながら、その後も「我が国各地域とアジア諸港とのダイレクト航路の
充実」という方針による施策展開も続けられている。 
このような状況下で、日本国内でコンテナを特定の港に集中させることと、
地方のコンテナ輸送サービスを確保することについて、国際競争力の観点、地
域間バランスの観点等から検討する必要性が指摘されている。 

 
  ③ 近年の我が国コンテナ取扱港湾の状況 

我が国におけるコンテナ取扱港湾は、平成５(1993)年当時には外貿コンテナを
取り扱う港湾が25港程度であったのに対し、平成10(1998)年には49港、現在では
65港に増加している。 
これらの港湾の利用状況としては、年間のコンテナ取扱量が1万TEU未満の港湾
が18港、1万以上～10万TEU未満の港湾が33港、10万TEU～100万TEU未満の港湾は9
港、100万TEU以上が5港（以上、2007年の速報値）となっている。 
 
 

（３）港湾管理者の取組み 

 

 
①  現行の港湾管理者制度の置かれた状況 

    近年の国際コンテナ物流動向に際して、各港湾管理者においても、管理区域内
での物流の効率化等の取り組みを進めているが、現行法上等の制約から、港湾管
理者単独で戦略的に行うには限界があり、状況に応じた港湾の整備・運営を進め
ていくことが困難な状況にある。 

    
ア 港湾計画の策定 

港湾法では、港湾管理者が、港湾の整備・運営を進めるにあたっては、「港
湾の開発、利用及び保全等に関する計画」（以下「港湾計画」という。）を作成
することとなっている。 
一方、港湾管理者が港湾計画を作成するにあたっては、国の基本方針に適合
し、且つ、港湾法第３条の３第２項に定める「国土交通省令で定める基準」に
適合しなければならないこととされている。 
最近の基準の改正により一定の改善は図られたものの、各港の状況や港湾管
理者の考え方による柔軟な計画策定が難しい状況は続いている。 

    
 

 港湾管理者においては、港湾計画の策定や港湾整備における手続き上、また、
予算上の制約から、それぞれの港湾の状況に応じて整備・運営を進めていくこ
とが難しく、利用者からの要望に十分に応えきれていない状況にある。 
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   イ 港湾施設の整備  

巨額の費用を要する港湾施設のうち、岸壁等の基幹施設の整備は、国による
直轄工事、若しくは補助事業となるため、全国の港湾整備費の中での配分によ
るところとなる。このため、工事期間や整備内容が配分額の決定に左右される
こととなり、船会社をはじめとする利用者からの要望や貨物の動向を踏まえた
各港湾における整備のニーズ等に迅速に対応することが難しい状況にある。 
また、国直轄工事については、工事期間が比較的長期に渡ることが多いこと
や事務費についての課題も指摘されており、さらに、直轄工事に係る地方負担
金に関する具体的な内訳明細が示されないなか、地方が応分の負担を行ってい
ることも問題視されている。 
そもそも港湾における国直轄工事は、港湾管理者が策定する計画の一部を協
議により施工できるとする制度であり、国の計画に基づき、国自らが管理・運
営することを前提とする国道や一級河川とは大きく異なる性格を有している。 
このため、その範囲は極めて限定的とすることが適切である。 
現在、全国知事会などにおいても、国直轄事業と地方による事業のあるべき
分担、地方負担金のあり方等が問題提起され、現在、国との協議が進められて
いるが、港湾の特殊性を踏まえた上で、港湾管理者にとってもっとも適切な国
直轄事業となることが望まれる。 

 
ウ 港湾管理者の財政状況 

現行の港湾管理者制度のもとで、入港料や岸壁等の公共施設使用料は港湾管
理者の収入となっている。さらに土地使用料等を加えた収入により、国内主要
港のほとんどは管理運営に関して収支が償えている。 
しかしながら、施設整備費を含めた財政状況では収支を確保することは困難
であり、厳しい財政運営を余儀なくされている。 
地方公共団体が自らの創意と工夫により必要な投資を適宜行い、また、柔軟
な港湾運営を図っていくことが求められているが、このためには、各国の制度
を十分検討したうえ、我が国に適した方策を導入し、港湾管理者の財政基盤を
強化していくことが不可欠である。 

 
エ 地方公共団体としての港湾管理 
地方公共団体による港湾管理においては、港湾法に基づくとともに、地方自
治法の公の施設の管理の観点から、港湾施設の管理運営に関する条例を制定し、
管理を行っている。 
施設の使用料も受益者負担の考え方を基本に議会の議決を経て規定されて
いる。この結果、公平性、透明性がある料金体系となっている半面、国際競争
の観点からの利用者の誘致や経済状況の変化等への柔軟な対応という点では、
機動性に欠ける場合も多い。 
このため、多くの港湾管理者は、使用料のインセンティブ措置等の実質的な
減免・優遇措置を講じるなどの対応を図っている。 
また、港湾管理者独自の財源が少なく、当該地方公共団体の財政状況や財政
ニーズに応じた財源配分となるなど予算の自由度が小さく、結果として、施設
整備や必要な対策の遅れを招いている。 
加えて、地方自治体職員は、一定期間で様々な部局を異動することが多いの
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が実状であり、港湾に係るプロフェッショナルな職員の確保が重要な課題であ
る。 

 
② 港湾経営の視点 
現行の港湾法に基づく港湾管理制度に限界がある中、港湾の管理運営も「施設
整備に重点を置く時代」から、変化の激しい社会情勢に迅速かつ柔軟に対処する
ため、いかに戦略的な投資を行い、また、貨物集荷に努め、利用を高めていくか、
といった利用者ニーズに即応した「港湾経営の時代」へと大きく様変わりしてい
る。 
時代の変化に適応し、経営の視点を持った整備や運営を展開していくためには、
組織、業務手法の再構築や主体的に港湾を経営するための財源の確保が必要とな
っている。 

 
 

（４）行政機関の連携 
 
 
 
 

  ① 物流全体を統括する施策の連携強化の推進 
近年、経済のグローバル化が進む中、民間における国際的な物流分野では国内
外の生産地から、国内外の消費地へ継ぎ目のない一貫した物の流れが主流となり
つつある。 
これに対し、物流の一役を担う港湾行政に携わる関係省庁は、全国の港湾の整
備、管理を司る国土交通省の港湾局だけでなく、港湾と内陸部を結ぶ道路整備を
担う国土交通省道路局、港湾運送や海運、倉庫等の監督官庁としての国土交通省、
検疫を担当する厚生労働省、動物検疫・植物防疫を担当する農林水産省など、極
めて多岐に渡っている。 
そのため、港湾を、海上輸送と陸上輸送との重要な結節点である港湾を起点に、
物流全体を効率化していくために、港湾施設の整備はもとより、道路網の整備や
内航フィーダー輸送の強化、鉄道海上コンテナ輸送の活性化策など、国内輸送ネ
ットワーク全体を見据え、港湾と内陸部を結ぶ交通ネットワークを構築し、物流
機能を高めていく取組みについて、港湾管理者などの地方公共団体を含む関係省
庁間で連携しながら、各種施策の展開を推進していく必要がある。 
例えば、これまでリードタイムの短縮につながる貿易手続き改革については、
平成 19(2007)年に策定された「アジア・ゲートウェイ構想」などを踏まえ、通関・
検疫・港湾関連手続等のシングルウィンドウ化の推進や、税関におけるコンプラ
イアンス優良事業者に対する優遇制度を拡充といったＡＥＯ制度などの取組み
などが進められている。今後より一層のリードタイムの短縮に向けた関係省庁間
の連携が求められるとともに、港湾管理者との間においても連携を強化する必要
がある。 

 港湾を利用する国際物流には、多数の省庁がかかわっているが、我が国港
湾の国際競争力強化に向け、関係省庁には、より一層連携した施策展開が求
められる。 
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Ⅱ 京浜港共同ビジョンの基本方針 

１ 今後の京浜港経営の基本的な考え方 

（１）京浜港の経営における現状 
港則法上の京浜港は、半径２０km 以内に主要港湾施設と港域が位置し、世界主要
港（NY/NJ 港、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ港、ﾛｯﾃﾙﾀﾞﾑ港等）と比較しても、同等の規模と言える。 
しかしながら、地理的に近接し首都圏港湾としての背後圏が重なる中、京浜三港
はこれまで連携することなく、各港がそれぞれに整備を実施し、貨物の奪い合いや
基幹航路の誘致合戦を行ってきた。 
近年、アジア諸港における港湾間競争が激しくなる中で、世界主要港と同規模と
して三港を一体的に捉えた場合、港湾利用者に対する過度な負担や機能の重複配置
等の無駄が生じており、現状のままでは、更なる国際競争力の低下を招く恐れがあ
る。 
例えば、船会社は、京浜港内で、各港寄りを増やすなどの対応をし、荷主サービ
スの向上に努めているが、港湾管理者は、このような取り組みに対し、それぞれに
港湾使用料の徴収や入港手続き等、同様の手続を強いている。 
また、港湾開発についても、臨海部の都市化が進むなかで、狭い空間に各港がそ
れぞれ同様な整備を実施するなど、箱庭型の開発を進めており、港湾経営上、非効
率な状況にある。 
このような状況下で、京浜三港は、アジア諸港の躍進等により、我が国港湾の相
対的地位が低下するなか、国内三大湾への基幹航路寄港のさらなる減少が進み、日
本港湾のフィーダーポート化が拡大する可能性があるとの危機感を共有し、2008
年３月、広域連携を強化することで合意し、連携強化に向けた取り組みを進めてい
るところである。 
 

（２）今後の港湾経営の方向性 
① 京浜港経営にあたっての基本的視点 
荷主、船会社等へのヒアリング結果からも明らかなように、京浜港に課せられ
た課題は、我が国を代表する港湾として、「国際競争力を強化」し、「利用者から
選択される港湾」を実現することである。 
このためには、ハード面では常に先進的な施設を提供することが必要であり、

ソフト面では京浜港の集荷力を強化するとともに、港湾利用コストの低減を図る
ことが不可欠である。また、国際的な要請としてセキュリティの向上や地球環境
への配慮などの要請にも応えていかなければならない。 
また、港湾の運営にあたっては、利用者ニーズに応えることができる十分なノ
ウハウ、知識のもとで、一層効率的な運営を実現していく必要がある。こういっ
た要請に対応した港湾運営には、徹底した効率化と合理的な空間利用、迅速で柔
軟な対応が可能であること等、つまり「経営」という視点が不可欠となっている。 
 
② 地方（港湾管理者）が中心となった港湾経営（経営主体のあり方） 
いうまでもなく、港湾法では港湾の管理運営主体は、地方公共団体（若しくは
地方公共団体が設立する港務局）である。 
特に、近年、港湾の管理運営に「経営」が求められているなかで、長年の経験
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と実績を背景に培ってきたノウハウや、資産を有する地方公共団体が、京浜港の
港湾経営の中心となることは必然である。 
実態として、港湾で行なわれる物流活動は、港湾エリアで完結するものではな
く、内陸地域との関連性（土地利用、アクセス等）を十分に考慮することで、そ
の効率性、合理性を一層発揮していくことが可能となる。 
また、港湾は、地域経済や住民生活を支える物流インフラとしての機能のみで
はなく、臨海部地域と密接に関係した施設であり、市民の働く場であり、憩いの
場でもある。このことから、京浜港のような大都市の港湾では、都市の一部とし
て港湾（臨海部）を捉えることが不可欠である。 
以上のことから、京浜港の経営主体は、都市経営の担っている地方公共団体が
中心となって、あるべき姿を検討すべきである。 
 
③ 一体的な経営の必要性 
京浜港が持つポテンシャルを最大限に活かし、国際競争力を強化していくため

には、管理の一体化によるスケールメリットを活かし、利用者のコスト負担等を
軽減すべく、一体的な経営を目指していくことが必要である。 
広域的な視点に立ち、港湾施設整備にあたっての効果的な投資を行なうととも
に、京浜港内や物流圏を結ぶ交通ネットワークの強化を図っていくことが重要で
ある。 
さらには、環境対策や危機管理などの広域化する社会的要請に対しても、適切
に対応していくことが求められている。 
 

④ 経営感覚の確保 
    海外の港湾管理においては、いわゆるポートオーソリティ制度のもと、柔軟な

港湾経営を実現し、高い国際競争力を持つ港湾も多く存在する。 
京浜港においても、一体的な経営により、簡素で効率的な運営を実現し、迅速
な経営判断、経営体力の強化を図ることで利用者サービスを向上させ、多角的な
港湾経営の実現、国際競争力の強化に努めていく必要がある。 

 
（３）京浜港経営の基本方針～三港の一体的な経営の推進 

広域的な港湾経営を実現するうえで、前述したとおり現行制度における地方公共      
団体の港湾管理運営には問題点、一定の限界があることも否定できないが、これを
改善する上で広域連携は大きな効果が見込まれる。 
一方、三港は、半世紀以上に渡り単独での港湾管理を行ってきており、一体化に
向けた課題も少なくない。 
今後、ポートオーソリティを視野に入れ、海外における港湾経営の事例などを参
考に、一体的な経営に向けた具体的な体制、一体性を強めるための施策など、検討
を深めていくが、当面は、東京港、川崎港、横浜港を管理運営する３つの地方公共
団体が広域連携を前提として、京浜港の経営に取り組んでいく。 
 
① 一体的経営の効果 
ア スケールメリットを生かした港湾管理・運営コストの削減 
京浜港の一体的経営を進め、組織面での重複部分の人件費等のコスト削減や
管理システムの一本化による経費削減、各種手続きの統一化による事務処理の
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効率化などにより、港湾の管理・運営コストを削減し、利用者誘致策等に反映
させていく。 
 

イ 港湾利用手続きの簡素化、窓口の集約化による利用者の利便性の向上 
京浜港として、例えば入港手続きを一本化するなどの港湾利用手続きの簡素
化や使用料の支払い等の利用者対応の窓口の集約化により、利用者の利便性の
向上につなげていく。 

 
ウ 広域的視点を踏まえた港湾機能の合理的・適正配置による港湾空間の有効活 
 用 

これまで各々整備していた各種港湾の機能について、三港を一体として広域
的に捉えた合理的かつ効果的な機能配置を行うことにより、限られた港湾空間
の有効利用の促進やダイナミックな土地利用の転換、公共建設発生残土・廃棄
物処分用地の広域的な確保などに取り組むことが可能となる。 
 
エ 投資の重点化による港湾整備の迅速化・効率化 
集中的な投資による施設整備を実施することにより、物流機能の強化や利用
者サービスの向上に迅速に対応していくとともに、同一機能の重複投資を抑止
するなど、投資効率を高めていく。 

 

   オ 我が国港湾における中心的港湾としての役割の発揮 

京浜港は、現在でも我が国のコンテナ貨物量の約４割を取り扱うなど、三港
の果たす役割は、我が国港湾の中でも非常に大きなものとなる。こうした特性
を生かし、国際競争力の強化に向け、貨物集荷策や港湾サービスの向上策を積
極的に展開するなど、我が国港湾をリードして、アジアの主要港としての存在
感を高めていく。 

 
② 一体化に向けた課題 
ア 一体的な経営組織の構築 
京浜三港の管理は、港湾法に基づき半世紀以上にわたりそれぞれの地方公共
団体が、港湾管理者として管理運営を行ってきた。 
今後の一体的な経営組織の構築にあたっては、海外の事例等も参考にしなが
ら、「主体性の発揮」、「経営」の観点で理想形を追求するため、組織体制面、
権限面、財政基盤の面など、既存の枠組みを超えた様々な角度からの検討が必
要である。 
 
イ 合理的な施設・機能配置による地域間調整 
広域的に合理的な施設・機能の配置を具体化するにあたり、港湾が各地域で
果たしている役割の大きさやこれまでの経緯等から、地域間で意見の相違が生
ずることも想定される。このため、予算面も含め、各地方公共団体の議会、関
係部局等との調整を図り、理解を得ながら一体的経営を進めていく必要がある。 
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ウ 関係者の理解 
港においては、港湾管理者だけでなく、船会社や港湾運送事業者、倉庫事業
者などの民間事業者が、それぞれの港に活動拠点を構え、また、物流施設や荷
役機器をはじめとした設備投資も行いながら、貨物の集荷や荷役、入出港など
の各種サービスを提供している。港湾が機能を発揮していくためには、民間事
業者の高品質なサービスの提供が不可欠であることから、こうした関係者の理
解を得ながら一体的経営を推進していく必要がある。 
さらに、税関をはじめとした関係省庁とも事前に調整を行い、三港が一体的
に機能していくよう準備をしていく必要がある。 

 
（４）国との役割分担 

 京浜港が、広域港湾行政を推進し、我が国を代表する港湾として、「国際競争力
の強化」と、「利用者から選択される港湾」を目指す上で、国との役割分担を明確
にし、国の協力を得ることは非常に重要である。 
  
① 国の役割 

国は、国益を確保していく観点から、国民経済上必要となる重要施策や必要
となる法整備を行う役割を担っていくとともに、利害が錯綜し調整が必要とな
る諸外国との交渉などについても、その役割を担う必要がある。 
具体的には、開発保全航路の浚渫、広域幹線につながる臨港道路の整備など
交通のネットワーク化、海上コンテナの鉄道輸送システムの開発推進など採算
性の問題や国レベルの物流政策の観点から、国が役割を果たすべきである。 
また、環境、保安、安全など、公共財としての施策について、例えば、ＣＯ2
対策としての陸電の設置などは、一つの港湾のみで行なうのでは効果が薄く、
国の主導で行うことにより、更に高い効果が得られるものである。 
さらに、国際的な保安対策としてのＳＯＬＡＳ条約の改正における国家間交
渉など、外交については国がその役割を果たしていくべきである。 
 

② 財源  
港湾、とりわけ京浜港は地域経済のみならず、我が国経済へも大きな貢献を
している。それゆえ国が相当額の財政負担を行うこと、もしくは財源移譲など
を行うことは必要である。 
京浜港はすでに成熟しつつある港湾であるが、船舶の大型化が急速に進み、
物流の一層の効率化が求められている中で相当の投資が必要となる可能性が高
い。また、利用者のニーズに的確かつ迅速に対応していくためには、短期間に
集中的な投資が必要である。 
また、港湾の保安や環境対策など、効果が地域に限定されず国家として取り
組むべき施策に要する経費は国が負担するべきであり、国際競争力の強化に向
けた、利用者の港湾利用コスト削減のためには、受益と負担の関係を整理して
いくことが不可欠である。 
このため、京浜港の整備運営に相当の財源を投入できるような仕組みづくり
を、国に対し求めていく必要がある。 
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③ 国内輸送コストの低減 
これまでの検討からも明らかなように、我が国主要港湾の国際競争力を強化
するうえでは、「国内輸送コスト」の低減が必要不可欠である。 
３つの国内輸送モードのうちトラック輸送に関しては、何にも増して広域道
路ネットワークの整備と運行コストの引き下げが必要であり、鉄道輸送も大量
輸送を可能とするとともに低廉な輸送コストの実現が求められる。 
内航海運の活性化についても、港湾利用コストは相手港を含め港湾管理者サ
イドで低減を図っていくが、船舶建造の促進、規制緩和による運航コストの低
減も必要となっている。 
これらは、国による適切な政策が不可欠であり、国の積極的な対応を求めて
いく。 
 

（５）民間事業者との協働 
京浜港の国際競争力強化へ向けた施策を進めていくにあたっては、行政だけが主
体となるのではなく、サービスを提供する船会社や港湾運送事業者等の民間事業者
とが危機意識を共有し、協働で取り組んでいかなくてはならない。 
特に、日本の港湾荷役効率（プロダクティビティ）は近隣アジア諸港との比較に
おいて極めて高い水準にあると評価する船会社も多く、コスト面に加え、このよう
な優位性を生かした施策を進めていくことが求められる。 
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２ 京浜港の目指す姿 

（１）京浜港の将来像 
① 政策目標 

 

 

 
ア 基本的な考え方 
京浜港は、多様な貨物を取り扱い、多様な機能を提供する「総合港湾」とし
て、首都圏のみならず、日本の生活と産業を国際物流の面から支える重要な役
割を担っている。 
しかしながら、特に外貿コンテナ物流において、近年、アジア諸港の躍進な
どにより、我が国港湾の相対的な地位が低下しており、我が国経済に与える影
響が懸念される。 
四方を海に囲まれる貿易立国日本の港湾が、国際的な地位を回復することは、
極めて重要である。 

 
イ 産業の活性化と生活の安定性 

京浜港は、原油の輸入に関して 12.3%、ＬＮＧの輸入に関しては 13.5%の国
内シェアを占めており、こうした企業活動、住民生活に不可欠な原材料・エネ
ルギー系貨物を引き続き安定的に提供していくことは重要である。 
また、流通、商業活動を支える外貿コンテナ物流においては、主要な貿易国
を直行便で結ぶ基幹航路の維持・拡大により、輸送時間の短縮や製品コストの
低減を図り、我が国の工業製品の価格競争力の向上を通じた産業の活性化を図
っていく必要がある。 
更に、消費者に対しても、京浜港が直接主要貿易港との玄関口となることで、
より安全・安心な商品の安定的な提供を図っていく。 
 

  ② 将来像 

 

 

 
 
ア 目指す姿 
 ・ 我が国最大の総合港湾として、エネルギー供給や生産、流通・商業活動を
支える物資の供給など多様な要請に応える国際港湾物流サービスの提供を
目指す。 

 
・ 日本の港湾の先頭に立った、釜山港等と対峙する日本のハブポートである
とともに、北米航路における東アジアの国際ハブポートを目指す。 
 

 京浜港の国際競争力強化を図ることで、我が国産業の活性化、生活の安定性
を確保する。 

 我が国最大の総合港湾として、エネルギー供給や生産、流通・商業活動を支
える物資の供給など多様な要請に応えながら、釜山港等と対峙する日本のハブ
ポートであるとともに、北米航路における東アジアの国際ハブポートとなる。 
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イ 目指す姿の実現に向けた施策展開の方向性 
 
○ エネルギー産業、製造業等を支える港湾機能を維持・更新 
エネルギー供給、生産の場としての港湾であり続けるために、京浜港の臨
海部に立地するエネルギー産業、製造業等を支える港湾機能を、船舶の大型
化等への対応や予防保全や環境対策等の視点にも考慮して、適切に維持・更
新していくように図る必要がある。 
 
○ 商業港湾としての機能を充実・強化 
流通、商業活動を支える港湾としての機能強化に向け、アジア諸港との国
際間競争に伍していくため、船舶の大型化等への対応や貨物集荷策、港湾機
能向上策の展開により、コンテナ貨物や生活物資等を取り扱う商業港湾とし
ての機能を迅速かつ適切に充実・強化していく必要がある。 
 

○ 環境対策、防災対策等の施策展開も見据えた港湾エリアの開発促進 
都市の一部を形成する港湾としての機能充実に向け、環境対策、防災対策、
観光客誘致、産業立地等の施策展開も見据えた港湾エリアの開発を促進して
いく必要がある。 
 
本ビジョンでは、特に、港湾間競争が激化し、京浜港の国際的な相対的地位
の低下が進む中、流通、商業活動を支えるコンテナ物流機能の強化に向けた取
組みを中心に検討していく。 

 

（２）コンテナ物流機能強化に向けたターゲット 

   ① ターゲットを設定する上での背景（再確認） 
ア 国際的な物流動向 

・ 国際的に分業化が進む中で、日本企業は多くの生産拠点を海外にシフトし
ている。また、中国をはじめとするアジア諸国の経済発展と相まってアジア
諸国との発着貨物量は増加傾向にある。 

・ かつてアジア地域では、日本の太平洋側、台湾、香港が主たる貨物発着地
であったが、釜山、大連、北京、天津、上海など北方に重心が移っている。
また、中国一極からベトナム、タイ、インドネシア、インドなど拡散しなが
ら南下していく可能性が高い。その結果、我が国港湾を経由しない北米航路
や日本海を運航する北米航路が多く見られるようになるなど、新たなハブ＆
スポーク構造が出現した。 

・ 一方、基幹航路において、我が国発着のコンテナ貨物量は量的に増加して
いるものの相対的なシェアを落としており、この状況が続けば、京浜港のコ
ンテナ貨物量は、基幹航路の寄港を維持できる水準を下回る可能性がある。 

 

   イ 国際的な海運動向 

・ 基幹航路におけるコンテナ船大型化を進めるとともに、船会社間の共同運
航やグループ化を図りながら寄港地の集約化を進めている。 

・ 一方で、フィーダー輸送網の充実が進められるとともに基幹航路間におけ
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る寄港地でのトランシップ（積み替え）なども行われている。 
・ 黄海協定の廃止や中台自由化などの規制緩和も進んでおり、港湾整備の進
展とあわせて、アジア主要港の勢力地図が変化する可能性が高いといわれて
いる。 

 

ウ アジア主要港の取組み状況 

・ 中国の主要港は、コンテナ貨物量の増大にあわせ、急ピッチで施設整備を
進めている。また、釜山港は、更なるトランシップ貨物の獲得を狙い、釜山
新港整備などを戦略的に進めるとともに、インセンティブ措置やフィーダー
網の充実により、日本海側の港湾を中心に貨物の誘致を積極的に進めている。 

・ これまで大型船が寄港できなかったインドやベトナムなどの港湾でも、大
水深岸壁の整備が急ピッチで進められている。 

 

   エ 京浜港の状況 

・ 京浜港は、我が国コンテナ貨物の約４割を取扱っており、国内最大のコン
テナ貨物取扱拠点港である。また、東日本には京浜港に匹敵する港湾がなく、
首都圏のみならず北海道までの広い地域の産業や生活を支えるメインポー
トの役割を担っている。 

・ しかしながら、国内において工場等の地方立地が進むとともに、国内港湾
のコンテナふ頭整備の推進や外航航路の就航等により、平成５(1993)年と比
較すると、北海道から東北、北陸地域における京浜港取扱シェアが低下する
など、京浜港へ寄港する基幹航路数が減少傾向にある。 

・ 寄港地の絞り込みが厳しさを増す中で、我が国発着の輸出入貨物の国際シ
ェアは低下していることから、一港寄りとなる基幹航路の増加、さらには抜
港が続出する可能性が否定できない状況にある。 

 
② 設定すべきターゲット 

 【ターゲットⅠ】東日本のメインポート機能の維持 

 

 

 
 
東日本のメインポートであることは、産業の活性化、生活の安定性を確保す

るために最低限に維持すべき水準である。 
しかしながら、国際相対比較における発着貨物のシェアの低下などから、メ

インポートとしての機能の確保も容易な状況ではなくなりつつある。 
このため、首都圏をはじめとする京浜港の現在の物流圏の貨物を確実に保持

するとともに、増加傾向にある釜山港等での積替え貨物のこれ以上の流出を防
ぎ、京浜港への集荷を進める。 
 
 

産業構造の多様化や国内港湾のコンテナふ頭整備に伴う、国内貨物の分
散化が進む中で、京浜港は東日本の産業及び生活を支えるために、東日本の
メインポートでなくてはならない。 



42 

 【ターゲットⅡ】釜山港等に対峙する日本のハブポートの実現 

 

 

 
 
 
 
 
海外との外航フィーダー航路は、輸送日数の増加などにより、定時性が損な

われる可能性が高まるだけでなく、輸送コストの増加などにより、製品価格の
上昇や輸出貨物の価格競争力の低下を招くなど、企業活動や住民生活に重大な
支障が生じる恐れがある。 
また、我が国港湾全体のフィーダーポート化は、港湾関連産業にも大きな影

響を与える。 
京浜港は国内最大の港湾であり、日本へ寄港する基幹航路を維持し、輸送日

数や安全性を指向する荷主等の要請に応えるためにも、我が国を代表する日本
のハブポートを目指す必要がある。 
このため、我が国の釜山港等での積替え貨物を京浜港経由で取扱うことがで

きるよう、国内輸送網の強化等を図り、京浜港の国際競争力強化を進める。 
 

 【ターゲットⅢ】東アジアの国際ハブポートの形成 

 

 

 
 
 
京浜港への基幹航路の寄港維持を図るためには、何より京浜港の集荷力を向
上させることが必要であり、このためには国内発着貨物のみならず、京浜港で
のトランシップ貨物を増加させることが重要である。 
京浜港では、現在でもアジア／北米航路におけるトランシップ貨物を一定程
度取り扱っているが、北米航路のファーストポート、ラストポートに位置する
地理的優位性を活かし、近隣アジア諸国からのトランシップ貨物を中継輸送す
る機能をもった東アジアの国際ハブポートを目指すべきである。 
また、ベトナムやインドなどアジア発着貨物のウエイトが南に移りつつある
傾向もあり、中継基地としての京浜港の地理的優位性がさらに高まる可能性が
ある。 
こうしたことを踏まえ、国際港湾間の基幹航路維持・獲得競争が激化する中
で、東日本のメインポート、日本のハブポートであり続けるためには、東アジ
アの国際ハブポートである必要がある。 

 
 
 

釜山港等アジア主要港が日本の港湾をフィーダーポート化していくな
かで、荷主等への安定的なサービスの選択肢を確保するためには、日本主
要港湾のハブ機能を強化し、この流れに歯止めをかける必要がある。この
ため、京浜港は、国内最大の港湾として、我が国港湾の先頭に立ち、日本
の国際物流の玄関口としての役割を果たすため、我が国を代表する日本の
ハブポートを目指すべきである。 

基幹航路の集約が進むなかで、北米航路における地理的優位性を活か
し、京浜港は、日本のリーディングポートとして、東アジア諸国からトラ
ンシップ貨物を中継輸送する機能を持った東アジアの国際ハブポートを
目指すべきである。 
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（３）目指す姿の実現に向けた基本戦略等 

京浜港の将来像の実現に向けた３つの基本戦略と国への要請 

 
◎ 京浜港としての貨物集荷策、港湾機能向上策の展開 
◎ 合理的かつ効果的な施設及び機能の配置 
◎ 京浜港一体的な経営の推進 
 
□ 広域港湾行政施策推進にかかる国への要請 

基本戦略等に基づく施策の方向性 

京浜港及び港湾行政の現状にかかる課題の解決や、京浜港が目指す将来像の
実現に向けて、今後、京浜港が取り組むべき施策の方向性を、短期的及び中長
期的視点を含め、「施策の方向性」として示す。 

 
① 京浜港としての貨物集荷策、港湾機能向上策の展開 

 
 
 

 
 
 
 
ア 貨物集荷を促す港湾利用コスト低減の実現 

○ 官民一体となった港湾利用コストの低減に向けた取組 

京浜港を拠点とする外航コンテナ船社や内航フィーダー船社は、釜山フィ
ーダー船社と対峙し、東北、北海道の貨物を集荷するに当たっては、コンテ
ナ１本あたり、数十ドル刻みの運賃競争等により凌ぎを削っているとも言わ
れている。 
こうした中、京浜港に貨物集荷を促していくためには、インセンティブ制
度の活用や規制緩和等にとどまらず、様々な側面から、民間事業者と一体と
なった港湾利用コスト低減に向けた取組みが重要である。 
また、基幹航路の維持・拡大の観点から、船会社に対する直接的な対応も
一つの検討項目となる。 

 
イ 貨物集荷を支える国内交通ネットワークの充実強化 

○ 国内輸送コストの低減や輸送効率の改善 

ＢＰＡが、日本での貨物誘致セミナーにおいて、日本国内輸送費用の割高
感を強調し、釜山港トランシップ利用拡大を呼びかけるなど、国内輸送コス
トの低減や輸送効率の改善が重要な課題となっている。 
このため、内航輸送や鉄道輸送、トラック輸送等のモード別に、それぞれ
が連携、共同した取組みも含めながら、施策を構築していく必要がある。 

東アジアにおける港湾間競争が激化する中、釜山港等と対峙する日本のハ
ブポートあるいは北米航路における地理的優位性を活かした東アジアにおけ
る国際ハブポートを目指す京浜港においては、基幹航路の維持・拡大に必要
な貨物集荷策の推進とともに、生活と産業を支える「総合港湾」としての港
湾機能の向上策の展開は喫緊の課題である。 
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ウ 利用者に選択される港湾の実現に向けた使いやすい港づくり 

○ 港湾施設や物流施設の機能強化や利便性の向上等の取組 

利用者に選択される港湾を実現していくためには、港湾利用コストの低減
や国内交通ネットワークの充実強化に止まらず、「総合港湾」として港湾施
設や物流施設の機能強化や利便性の向上を進めていくことが重要である。 
更には、ゲート周辺の渋滞混雑解消や労働環境等の改善の視点に立った取
組みも不可欠である。 
 

② 合理的かつ効果的な施設及び機能の配置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ア 求められる機能の配置の方向性 

○ 京浜港の目指す姿を踏まえた合理的かつ効果的な施設及び機能の配置の方
向性の提示 

京浜港は、今後は、東日本のメインポートとして、また、国内ハブポート
としての役割を果たしていくことが求められている。 
このため、こうした役割に相応しい港湾施設、機能の活用、整備、誘導に
向け、長期的な視点に立って、既存施設の有効活用を図りつつ、求められる
施設及び機能の配置の方向性を的確に提示していく必要がある。 

イ 既存施設の取扱能力と取扱実績等を踏まえた取組 

○ 既存施設の有効活用と機能配置のあり方 

京浜港の既存施設における取扱能力と取扱実績との関係を機能別に見てみ
ると、長年の社会経済情勢の変化に伴い、両者が大きく乖離しているケース
も生じ始めている。また、一方で、既存施設では貨物需要や船舶大型化の動
向等に十分に対応できておらず、更に強化、充実させる必要があるものもあ
る。 
四方を海で囲まれた日本においては、海上貨物の荷姿に変化が生じること
があっても、海上輸送の重要性は全く変わることはなく、京浜港にストック
されている既存の港湾施設は、首都圏経済の発展に必要不可欠な貴重な物流
社会資本といえる。 
そこで既存施設の合理的かつ効果的な機能配置のあり方を整理し、その有
効活用の方向性を提示していくことが重要である。 

 

我が国最大の「総合港湾」である京浜港を取り巻く状況は、国際海上物流に
おけるコンテナ化の進展や、輸送効率の向上に向けた急速なコンテナ船等の船
舶の大型化、港湾エリアにおける開発可能空間の減少等により、厳しさを増し
ている。 
こうした課題に的確に対応していくためには、京浜港の一体的な経営を進
め、合理的かつ効果的な施設及び機能の配置の方向性を提示していくことは極
めて重要な課題である。 
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ウ 開発空間の確保に向けた取組 

○ 新たな開発空間の確保 

発展を続けるアジア主要港湾（上海港、釜山新港等）では、大規模な港湾
施設の整備とともに、周辺地域に広大な物流施設用地等を確保するなど、荷
主等の物流ニーズに対応した取組を進めている。 
京浜港の港湾区域や埋立地、周辺地域においても、その発展とともに、港
湾施設や物流施設等の整備が着実に進んでいるが、新たな開発可能性のある
空間は限られつつあり、こうした開発空間の確保が課題となっている。 
そのため、京浜港全体を俯瞰して、新たな開発空間確保に向けた検討を進
めるとともに、例えば、既存ストックの有効活用の視点から、機能更新の機
会を捉えた開発空間創出手法の検討など、新たな取組も必要となっている。 

 
③ 京浜港の一体的な経営の推進 
 

 
 
 
 
 

 
ア 実質的な一港化の推進 

○ 港湾計画の実質的一本化 

国際競争力を強化していくためには、まず、港湾計画の実質的一本化や、
手続き等の簡略化・統一化等による実質的な一港化を進め、利便性や利用者
サービスの向上を図っていくことが重要である。 
そのため、各港の港湾計画の指針となる基本方針「京浜港の総合的な計画」
を、平成２３年度を目処に策定する。 

イ 管理運営の一体化 

○ 京浜港連携協議会（仮称）の設置 

京浜港を一体的に整備・経営していくために、地方自治法に定める協議会
として、「京浜港連携協議会（仮称）」を設置する。 
「京浜港連携協議会（仮称）」においては、各港の港湾計画の指針となる基
本方針「京浜港の総合的な計画」の策定等を協議する。 

 

○ 京浜港事業提携委員会（仮称）の設置 

東京港埠頭株式会社と財団法人横浜港埠頭公社の連携強化を推進するため、
京浜港事業提携委員会（仮称）を設置し、情報・ノウハウの交換、共同事業
の実施、人材の確保・育成、資材等の共同調達などの提携事業を検討、推進
していく。 
 

海外主要港においては、港湾の管理運営主体が、行政組織からの財政面や執
行面において独立する事例や、運営組織の株式会社化など、港湾経営の民営化
する事例が主流となりつつある。 
こうした中、京浜港が、世界の主要港と伍していくためには、管理運営の一
体化による管理運営面での効率化、更には一体的な経営の推進を図っていく必
要がある。 
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○ ポートオーソリティを視野に入れた取組の方向性 

将来的には、我が国の実状にあった京浜港としてのポートオーソリティ設
立を視野に、名実ともに、国際競争力を備え、簡素で効率的な運営を司る、
広域的な港湾経営を実現していく必要がある。 
 

 参考：諸外国におけるポートオーソリティの現状 
 
 
 
 
 
 
 

ポートオーソリティに関しては、国際標準的な定義はなく、各国港湾の歴史
的な事情等により、港湾管理の手法や行政と民間の役割分担は異なっている。 
諸外国の港湾管理を計画・整備・運用面から分類すると、下記の図表 13 のよ
うに整理される。世界的な傾向としては、公設民営化が進んでいる。 
 

 

図表１３ 計画・整備・運用面からみた分類 

          

「ポートオーソリティ」の概念は、必ずしも明確ではないが、一般的には、
以下の要件を満たすものをポートオーソリティと呼んでいる。 
 
・港湾及び港湾区域を一体的に経営することを目的としている。 
・行政機関と企業の中間的存在として、両者の機能を兼ね備えた機構 
・港湾施設等の管理運営にあたって企業性が求められるもの。 
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④ 広域港湾行政施策推進にかかる国への要請 
 
 
 

 
 
 

ア 基本的な考え方 
東京港、川崎港及び横浜港が一体的な港湾管理・運営の実現を目指しながら、
京浜港としての国際競争力を一層、強化していくためには、 
 
・ 京浜港の管理・運営を担う組織体制の確立 
・ 京浜港における利用者サービスの充実・強化 
・ 既存の港湾施設の維持や高規格な港湾施設整備に係る財源の確保 
 
などに取り組んでいくことが急務の課題となっている。 
 
こうした課題を解決するため、港湾法をはじめとした法律の改正など、国に
よる制度の見直しや、地方への財源移譲並びに支援措置などが必要であり、将
来のポートオーソリティを視野に入れて取り組む京浜港では、これを国に求め
ていくことが必要となっている。 

京浜港一体的な経営を推進するためには、地方の判断による柔軟な港湾管
理運営を実現することが不可欠であり、必要な規制緩和などを求めていくとと
もに、道路網や施設の整備など、国による施策の実施や支援が必要な事項につ
いて、要請活動を実施していく。 
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Ⅲ 施策の方向性 

１ 京浜港としての貨物集荷策、港湾機能向上策の展開 

（１）港湾利用コストの低減 
我が国で最大の貿易基地になっている京浜港が、我が国港湾の国際競争力強化の
中心的な役割を果たすことが不可欠である。そのために、三港が一体となり、規模
の利益や効率性を追求し、コスト低減策を展開する。 
 
① 三港一体的な運営によるコスト低減策 
ア 港湾施設使用料の一元化に向けた取組み 

京浜港は、それぞれの港湾施設を保有する港湾管理者が違い、また、その施
設使用料の料金体系が異なっているが、将来のポートオーソリティも視野に入
れ、できる限り、施設使用料を一元化し、判りやすい料金体系の中で、利用者
のコスト圧縮を検討する。 
 

 

・港湾施設使用料の段階的一元化及び料金を低廉な水準に設定することによるコスト圧縮 

・料金徴収基準の見直しによるコスト削減 

 
 
イ 貨物集荷に向けた優遇策（インセンティブ）の導入・拡充 

京浜港において、一元的な優遇策（インセンティブ）を導入することにより、
港湾物流に係るコスト圧縮、貨物集荷策等を検討していく。 
現在、各港で採用しているインセンティブ制度については、内容を調整のう
え、効果的なものについて、一元的な適用を検討していく。 

 
 

          ・トランシップ貨物の優遇策 

京浜港の地理的優位性を活かし、東アジア諸国のトランシップ貨物（中継貨物）を取

り込むための優遇策 

         

 

ウ 手続きの一元化、施設整備の効率化によるコスト低減 
手続面において、輸出入手続きの迅速化・共通化・ＩＣＴ化を実現し、申請
窓口の一本化による運営コストの圧縮を図る。 
また、施設整備面においては、既存施設を最大限活用し、ゾーニングを踏ま
えた効率的でスケールメリットを活かした施設整備により、コスト圧縮を図る。 

 
エ コンテナバージを利用した湾内輸送拡充・強化によるポートチャージ低減 

北米などの基幹航路で荷降ろしされた実入りコンテナや空バンのポジショ
ニングを円滑に実施するため、コンテナバージを利用した湾内輸送拡充及び強
化によるポートチャージ低減を検討していく。 

 
 

【取組施策案】 

【取組施策案】 
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オ 環境配慮に対する優遇策 
船舶・トラック・荷役機械等、輸送・荷役に伴って発生する排出ガス対策や
モーダルシフトの推進など環境負荷低減に配慮する取組みに対する優遇策を
検討していく。 

 
② 規制緩和等による低減化 
ア 水先基準の緩和等による水先料・タグボート使用料の低減 

横浜川崎区の強制水先対象の船舶については、平成 11(1999)年度に 300 ト
ンから 3,000 トンへ緩和されたが、東京区と同様の 10,000 トンへの緩和は見
送られており、京浜港として一体的な運用ができるよう、国に働きかけを行っ
ていく。 
また国際競争力強化の観点から、入出港に係る港湾利用コスト低減に向け、

水先料やタグボート使用料について関係機関とともに検討していく。 
 

イ 有料道路の料金施策 
首都圏の高速道路ネットワークの最大限の利活用を図るため、環状道路の利
用促進や長距離利用車や大型車両の負担を軽減する料金体系の実現を国策と
して実施するよう、関係機関へ働きかけを行っていく。 
 

（２）国内貨物輸送網の充実強化 
貨物集荷を支える国内貨物輸送網の充実強化に向け、輸送モード毎に、国内輸送
コストの低減や輸送効率の改善を図っていく。 

 
① 内航フィーダー輸送の活性化 
南北に細長い我が国では、主要幹線道路や高速道路の整備が進み、国内トラッ
ク輸送は、全国的に発達している。一方で、内航輸送については、トラック輸送
に比べ、輸送網が未発達であったり、コスト競争力が不十分であることもあり、
国内フェリー輸送やＲＯＲＯ船輸送を除き、取扱量が低迷しており、京浜港と国
内港湾とを結ぶ内航フィーダー輸送網を民間事業者と一体となって充実強化し
ていく必要がある。 

 
ア 内航フィーダー輸送等輸送コストの低減 

内航フィーダー輸送は、外航航路である釜山フィーダー輸送と比較して、燃
料油等への課税など、運航コストが高い現状にある。 
このため、内航フィーダー輸送量の拡大に向け、税減免の要請や港湾施設使
用料等の低減など内航フィーダー輸送の活性化に資する輸送コスト低減の検
討を進めていく。 

 
イ 国内各港との連携強化 

内航輸送の拡大に向けた港湾管理者などによる取組については、京浜港にお
ける取組とともに、国内各港との連携した取組も重要である。 
このため、国内各港との合意のもと相互主義等による内航輸送拡大の支援策
を構築していく。 
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ウ 内航輸送にかかる施設の確保 
内航輸送の活性化を進めていくため、係留施設など必要な施設については、

規模等の検討を行い、必要に応じて確保を図っていく。 
 

エ 内航フィーダー船の外貿バースへの直付け、隣接バースとの相互融通 
荷役時間の短い内航フィーダー船や港内はしけの外貿バースへの直付けの
拡大に当たっては、関係事業者との調整が不可欠である。 
このため、関係者との調整を進めていくとともに、専用バースの確保や隣接
バースとの相互融通等の取組により、内航フィーダー船による輸送量の拡大を
図っていく。 
 

② 鉄道輸送の促進 
国内鉄道輸送については各地の鉄道駅において海上コンテナ用の荷役機器等

が不足するとともに、鉄道輸送ダイヤが旅客優先のため貨物ダイヤの確保が難し
いなど、周辺環境が整っていない状況にある。 
そのため、ソフト、ハードの両面から、輸送環境を整えることなどによって、
取扱貨物量の拡大に向けた取組を推進していく必要がある。 
 
ア コンテナ貨物の搬出入等にかかる優遇策 
鉄道輸送の拡大に必要な輸送環境の整備に向け、港湾施設等への海上コンテ
ナ貨物の搬出入等にかかる優遇策について検討していく。 
例えば、コンテナターミナルゲート等の予約搬出入システムを活用し、鉄道
輸送を利用したコンテナ貨物については、コンテナターミナルゲートの優先入
場を図り、鉄道駅とターミナル間との輸送円滑化の取組を拡充していくことを
検討する。 
 

イ 鉄道積替施設の確保 
コンテナターミナルもしくは鉄道貨物ターミナルにおける積替施設の設置、
改善等を検討していく。 
 

ウ 各地鉄道駅への荷役機器等の設置促進 
各地鉄道駅等で必要な海上コンテナ貨物を取り扱う荷役機器等の導入支援補
助制度の拡充等を国へ要請していく。 

 
③ トラック輸送の効率化 
釜山港、ＢＰＡは、日本国内輸送費の割高感を強調し、国内各港とのフィーダ
ー輸送網の充実・強化を進めている。このため、京浜港における貨物集荷策の強
化において、生産地・消費地とを結ぶ重要な輸送モードであるトラック輸送の効
率化は、重要な課題である。 

 
ア インランドポートの設置 
内陸部の貨物集荷の拠点に京浜港の共同によるインランドポートを設置し、
効率的、効果的な貨物集荷を支援していく取組を検討していく。 
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イ 共同輸配送システムの促進 
インランドポートや国内各港と連携した共同輸配送システムの構築に向けた
取組を民間事業者と連携して取り組んでいく。 
内陸部等に共同輸配送の拠点を確保するとともに、民間事業者と共同で一定
数量の貨物集荷を行い、定期的な実入及び空コンテナの共同輸配送の仕組みを
検討していく。 

 
（３）利用者に選択される港湾の実現に向けた使いやすい港づくり 
① 三港内ネットワークの充実強化 
三港一体の効率的な港湾経営を進めていくためには、ハード、ソフト両面にお
けるネットワークの充実強化を図る必要がある。 
 
ア コンテナバージを利用した湾内輸送拡充・強化【再掲】 
東京湾内において運航するコンテナバージの輸送拡充や強化を行い、京浜港
間の横持ち輸送の効率化を図っていく。 
 
イ 国道３５７号の早期整備 
京浜港間の道路ネットワークの充実強化を図るには、国道３５７号の早期開
通が不可欠であり、国に対し早期完成を目指した整備を進めるよう働きかけを
行っていく。 
 
ウ 臨港道路の拡充 
コンテナターミナルゲート付近において発生する渋滞混雑の解消や、基幹道
路へのアクセス向上のため、必要な箇所について、臨港道路の拡充を行ってい
く。 
 

エ 共同ポータルサイトの開設・運営 
三港共同のポータルサイトを立ち上げ、ポートセールスを目的とした情報提
供や、港湾事業者向けにターミナルに係る詳細情報の提供等を行っていく。 
 
オ 諸手続の一元化【再掲】 
港湾諸手続きに係る非効率性を解消するため、三港共同での次世代シングル
ウィンドウへの早期の対応を目指し、京浜港における各種手続きの一元化、簡
素化、ＩＣＴ化を推進していく。 
 
② 臨海部ロジスティクス機能の強化 
多様化する荷主のニーズに対応するため、物流の最適化が追求されており、物
流施設の効率的な利用や高度な物流施設の充実が不可欠である。 
このため、限られた空間の中での施設の効率的な利用を促進し、京浜港におけ
る物流機能の強化を図っていく。 

 
ア 基幹道路の整備に応じた物流施設の配置検討 
現在、国において整備を進めている３環状道路や第二東名高速道路の開通に
より、国内物流は大きな転換期を迎えていくこととなる。 
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これら基幹道路の整備に伴い、特に首都圏近郊の製造業集積地へのアクセス
が格段に向上することから、京浜港への潜在的な物流ニーズや物流動向の把握
に努めるとともに、臨海部の物流施設と連携を図り効率的な物流の構築に向け
た検討を進めていく。 

 
イ 既存の高機能物流施設（川崎ＦＡＺ、ＹＣＣ等）の活用検討 
既存の大規模高機能物流施設について、国際・国内の物流ニーズに対応する
ため、三港の広域的な道路ネットワークの構築を進め、その活用策を検討して
いく。 

 
③ フルオープンに向けた取組み 
釜山港等に対峙した国内ハブポートとしての機能優位性を見出すためには、港
湾のフルオープンに向けた取組を進めることにより、リードタイム短縮を図り、
効率的な物流体系を構築していく必要がある。 
 
ア 共同デポの活用 
現在、横浜港南本牧ふ頭で実施されている、共同デポとコンテナターミナル
の間におけるシャトル便による輸送サービスの運営等、利用しやすい体制を整
えることにより、需要喚起に努める。 

 
イ ゲートオープン時間の柔軟化 
ゲート周辺において発生している慢性的な渋滞混雑を緩和するため、東京港
の一部のターミナルで実施されている昼休み時間帯のゲートオープン等、ター
ミナル事業者と共同で、ターミナルゲートに係る柔軟な対応について検討を進
める。 

 
ウ 就業環境の整備 
港湾労働体制のフルオープン化の進展に対応し、港湾労働者が利用する厚生
施設の整備や通勤手段の確保のため関係機関との調整等、効率的な荷役機械の
導入など働きやすい環境整備に向け、取り組んでいく。 

 
エ 官公庁と協調した体制づくり（通関、検疫等） 
ＣＩＱ業務に関する改善要望やリードタイム短縮・24時間化について対応す
るため、関係官公庁と協調し、ユーザーニーズの把握や必要施策の実施に向け
た検討を行う。 
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２ 合理的かつ効果的な施設及び機能の配置 

（１）京浜三港の現況分析 
① 機能配置 
東京港は、空港機能を含む物流関連機能の拠点化が顕著となっている。 
一方、川崎港は、生産拠点としての機能が広範を占めているほか、冷凍冷蔵倉
庫の拠点をはじめとする物流機能が配置されている。 
また、横浜港は、外洋に近く船舶の運航効率も高いことから、生産機能を背後
に持ちつつ、自動車を含む物流関連機能の拠点が配置されている状況にある。 

 
港 別 機能配置  京浜港としての機能 

東京港 ・物流機能ゾーン 
・空港機能ゾーン 

 

 

川崎港 ・物流機能ゾーン 
・エネルギー・生産ゾーン 

 

 

横浜港 ・物流機能ゾーン 
・エネルギー・生産ゾーン 

 

 

・物流機能ゾーン 
・空港機能ゾーン 
・エネルギー・生産ゾーン 

 
 
② 能力 

 東京港  川崎港 横浜港 
目標年次 平成 20年代後半 平成20年代前半 平成 20年代後半

総貨物量（万トン） 10,600 9,977 15,070

外貿貨物量（万トン） 6,130 5,568 10,140

うちコンテナ貨物量
（万トン） 

（下段：個数 千 TEU） 

5,690
(5,200)

464 
(312) 

6,190
(4,000)

内貿貨物量（万トン） 4,470 4,409 4,930

旅客施設利用者（千人） 6,800 100 1,000
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③ 京浜三港の特徴 
  京浜三港の土地利用の現状を簡単に示すと以下のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 また将来の埋立等あらたな開発の可能性がある空間は以下のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※実際の開発にあたっては、泊地、描地をはじめとする現行の水域利用を踏まえた検討、調整

が必要である。 
 

④ 課題と取組 
ア 外貿貨物への対応 
・ コンテナ船大型化への対応 
・ 滞留時間の長い輸入貨物に対応した広いヤードの確保 

 
イ 内貿貨物等への対応強化 
・ 内貿ユニットロード貨物への対応強化 
・ 内航フィーダー専用バース等の整備 
・ バージ輸送の充実（横もち機能の充実） 
・ コンテナ化などの進展により、利用が低下しているふ頭の再編 
・ タンカー、バルク船等の大型化への対応 

 

・ 東京港では、空港機能を含む物流機能の拠点整備が進められ
ているが、荷捌き･保管等の用地が不足している。首都圏の広
域防災の核となる有明の丘基幹的防災拠点を有している。 

・ 川崎港は、民間による生産拠点が広範を占めているほか、冷
凍冷蔵倉庫の拠点などの物流機能が配置されている。緊急物資
輸送活動のための東扇島基幹的広域防災拠点を有している。 

・ 横浜港は、生産機能を背後に控えて自動車などの物流関連拠
点が配置されているが、水深が深く湾口に近いという利点を有
しながらも荷捌き施設などの用地が不足している。関東一円を
カバーする横浜海上防災基地を有する。 

・ 東京港は現在埋立開発中の新海面処分場などの新規埋立地に
加え、利用の低下している海域に開発空間があり、物流機能の
拡大が可能である。 

・ 川崎港は東扇島の前面海域に開発空間が残されており、物流
機能の拡大が可能である。 

・ 横浜港は本牧ふ頭、大黒ふ頭、金沢地区の前面海域に開発空
間を残しており、物流機能の拡大が可能である。 
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ウ ふ頭背後の交通対策 
・ 臨時に対応しているバンプール・シャーシープールの恒久化等有効活用 
・ ＩＣＴ技術の活用などによる運営効率の向上 
 
エ 交通ネットワークの充実 
・ 国道３５７号の整備促進 
・ 京浜港と物流圏を結ぶ交通ネットワーク（３環状道路など）の整備促進 

 
オ 羽田空港再拡張を踏まえた物流拠点の形成 
・ あらたな航空貨物・空港利用車両を考慮した、京浜港及び背後圏の物流・
交通ネットワークの強化 
 

カ 環境負荷の軽減･景観への配慮 
・ 輸送、荷役時の排出ガス対策や、モーダルシフトなど、環境負荷低減の取
組みに対する優遇策を検討【再掲】 
・ 良好な景観の形成手法を検討 

 
キ 防災機能の強化 
・ 災害時のコンテナ物流に供する耐震岸壁の整備 
・ 緊急物資等輸送に供する耐震岸壁の整備 
・ 基幹的広域防災拠点の整備等 

 
（２）求められる機能の配置（ゾーニング）の方向性 

京浜港は、我が国最大の総合港湾として、「エネルギー供給や生産」、「流通・商
業活動」等の多様な要請に今までどおり応えていく必要がある。 
また、京浜港は、東日本のメインポートとして重要な役割を担うとともに、今後
はコンテナ物流における基幹航路の維持・拡大に向け釜山等と対峙する日本のハブ
ポート、北米航路における東アジアの国際ハブポートを目指す。 
京浜港の目指す姿の実現に向け、港湾施設及び機能の配置を合理的かつ効果的に
誘導していく必要がある。 

 
① 京浜港に求められる役割（機能）【再掲】 
 我が国最大の総合港湾として、エネルギー供給や生産、流通・商業活動を支
える物資の供給など多様な要請に応える国際港湾物流サービスの提供を目指す。 
・ エネルギー供給、生産の場としての港湾 
・ 流通・商業活動を支える港湾 
・ 都市の一部を形成する港湾 

 
② ターゲット（目指す姿）に応じた京浜港の能力の推計 
 将来の京浜港の能力を推計するにあったての考え方の整理は以下のようなも
のが挙げられる。 
・ 各港湾計画を基にした京浜港としての貨物量推計 
・ 基幹航路の維持による国内貨物の集約化効果による増加の評価 
 （国内各港との連携など） 
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③ 機能配置の視点 
港湾管理者から見た「効率的な空間形成」及び利用者から見た「利便性の高い
空間形成」を踏まえ、例えば、以下の視点による検討が必要である。 
・集約させる機能 
・ある程度均等に分散させる機能 
・能力別に分散させる機能 
・新規に追加させる機能     等 

 
④ 求められる機能の配置（ゾーニング）の方向性 
京浜港に不足する機能の充実や既存施設の有効活用を最大限図りつつ、将来を
視野に入れた、求められる施設及び機能の配置の方向性の素案を以下に示す。 

 
【求められる施設及び機能の配置の方向性の素案】 
○  物流機能ゾーン 
 物流機能ゾーンについては、コンテナ化の進展、船舶の大型化の動向とともに、
現在の利用状況（施設の取扱能力や取扱実績等）、各施設の効率的な利用、事業効
果等（※）を十分に検証・分析したうえで、将来像を検討する必要がある。 
（※例えば、既存施設（係留施設、コンテナターミナル施設、保管施設、荷捌き
施設（※）、流通加工施設等）の有効活用の視点や各施設の立地特性、取扱貨
物の特性、幹線道路網との接続状況などの諸条件を整理していく必要がある。） 

（※また、京浜港の主要な輸出品目の一つである自動車及び自動車部品等につい
ては、取扱基盤の強化など、貨物種類別の拠点化も視野に入れた検討も必要と
考える。） 
そこで、本ゾーンについては、以下のような機能配置の考え方の素案を基に今
後検討をしていく。 

  
・  現在の機能の更なる充実を図っていくゾーン 
 このゾーンは、現在配置されている機能が、現状においてもその役割を果た
していると評価されるとともに、今後もその機能を継続し更なる充実を図って
いくことが望ましいゾーンである。 

   
・ 機能の転換を検討していくゾーン  
 このゾーンは、現在配置されている機能が、社会経済情勢の変化等に伴い役
割が転換しつつある場合、または、京浜港全体から見た場合に、今後、機能転
換を検討することが望ましいと考えられるゾーンである。 

 
・ 埋立等新たな機能を検討するゾーン 
 このゾーンは、京浜港内において、現状ではその機能が存在しない、または
施設規模が不十分など、新たな機能の配置を検討していくゾーンである。 

 
○  エネルギー・生産ゾーン 
京浜港臨海部のエネルギー産業、製造業等の立地については、現行の港湾計画
におけるゾーニングを基本に継続して配置していく。 
なお、エネルギー・生産ゾーンの港湾機能については、船舶の大型化等への対
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応や予防保全、環境対策等の視点にも考慮して、適切な維持・更新がなされるよ
う検討を図っていく必要がある。 

 
○  空港機能ゾーン 
 羽田空港を中心に港湾機能との調和を図りつつ、空港機能ゾーンを形成してい
く。また、羽田空港の国際化に伴い、航空貨物も視野に入れながら、国道３５７
号や首都高湾岸線などの活用により、京浜港全体で背後圏の物流を支える拠点の
形成を図っていく。 

 
○  都市の一部を形成するゾーン 
 都市の一部を形成する港湾として、環境対策、防災対策、観光客誘致、産業立
地等の施策展開も見据えた港湾エリアの開発を促進していく必要がある。【再掲】 

 
○ 新たな空間開発を検討するゾーン 
 大規模な開発空間の確保に向け、将来の新たな開発空間についても港湾区域等
を含めて検討する。 

 
 
□  交通ネットワークの充実 

  合理的かつ効果的な施設及び機能配置の実現に向けては、各機能の配置（ゾー
ニング）とあわせて、これらの各機能と背後圏、各機能相互、各機能内の交通ネ
ットワークの充実が非常に重要である。 

    そのため、例えば、国道３５７号の未整備区間の整備促進や３環状道路などの交
通ネットワークの充実を見据えた検討を行う。 
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３ 京浜港の一体的な経営の推進 

（１）実質的な一港化の推進 
① 港湾計画の実質的な一体化の推進 
  京浜港の一体的経営を実現していくため、各港が策定する港湾計画の基本方針
となる京浜港の総合的な計画を共同して作成するため、地方自治法に基づく「京
浜港連携協議会」を設置する。 
 
 
② 施設使用手続等の簡素化、統一化【再掲】 

   ・ 港湾施設使用手続等については、府省共通ポータルサイトにおける｢標準モ
デル｣様式等を活用し、標準化、電子化を図っていく。 

 
（２）管理運営の一体化 
① 管理運営の基準等の統一化 

   ・ 港湾統計等について統一化を検討していく。 
   ・ できる限り、港湾施設等の施設使用料を一元化し、判りやすい料金体系に向

けた検討を進めていく。 
 
  ② 誘致、営業活動等の一体化 
   ・ 貨物集荷に向け、共同でポートセールスを展開していく。 
   ・ 港湾経営力の強化を図っていくため、共同して、マーケティング活動の展開

を進めていく。 
 
  ③ 管理運営の実質的一体化の推進 

管理運営の基準等の統一化や、誘致、営業活動の一体化を進めるとともに、東
京港埠頭株式会社と財団法人横浜港埠頭公社の連携強化を推進するため、両者と、
川崎港をオブザーバーとした京浜港事業提携委員会を設置し、協議を進めていく。 

 
（３）ポートオーソリティを視野に入れた取組 
① 基本的な取組の方向性 

   ア 三港が一体的に整備、管理運営を行うことができる経営主体の検討 
我が国の一部事務組合や海外のＮＹ／ＮＪ港等の事例を踏まえ、京浜港の実
状にあった広域的な港湾の経営主体のあり方を整理していく。 
 

   イ 経営主体の強化 
  ｱ) 財政面、整備面 

海外においては、埋立造成（土地所有）や下部構造（航路しゅんせつ）を、
政府等の公的機関が所有し、維持管理する事例も少なくない。 
一方、我が国では、港湾施設は重要な社会資本として、その整備費の一部
を、国庫補助事業や直轄事業等の手法により、国が負担している。 
こうしたことから、京浜港の一体的な経営に向けて、広域的な港湾の整備、
経営の運営主体においても、下部構造財源が確保される仕組を構築していく
必要がある。 



59 

  ｲ) 企画面、権限面 
    港湾の企画、整備にあたっては、これまで以上に利用者ニーズに柔軟かつ

迅速に対応していくことが求められる。 
このため、必要な法改正等により、港湾計画策定等の企画面や港湾整備に
おいて、港湾の経営主体の権限を強化していく必要がある。 

  ｳ) 規制面 
    現在、港湾法においては、港湾管理者が港湾区域及び臨港地区において、

港湾の開発、利用又は保全に必要な規制を行うことが認められている。 
その規制の基となる港湾区域や港域等の設定や変更に際しては、国の関与
や関係法令等の制約がある。 
今後、広域的な港湾の運営に当たって、規制面においても自主性を高めて
いくためには、こうした制約等を見直していく必要がある。 

 
 ウ 柔軟かつ効率的な経営形態の追求 

近年、国際海運会社やターミナル運営会社では、大規模な経営統合が行われ
るとともに、一層の経営の効率化に向け、船舶の大型化等が進展している。 
また、海外の主要港湾、例えば、シンガポール港やロッテルダム港、釜山港
などでは、投資資金の確保とともに、柔軟かつ効率的な運営を目指し、上部構
造の運営を中心に、経営主体の民営化が広まりつつある。 
我が国を代表とする京浜港においても、こうした動きも視野に入れつつ、柔
軟かつ効率的な施設運営が可能な経営形態を追求していく必要がある。 

 
（４）環境対策、防災対策等にかかる広域的な取組 

地球温暖化への対応（ＣＯ２削減等）などの環境対策や、大規模災害への対応な
どの防災対策など、様々な社会的な要請についても、一体的運営の推進により、広
域的に取り組んでいく必要がある。 
 
① 環境対策 
 ア 緑化等の推進 

京浜港の港湾エリアにおいても、港湾緑地等での緑化や海浜等の整備等によ
り、自然環境の保全、再生を一体的に推進していく。 
 
イ 自然再生エネルギーの活用 
環境省の補助制度等を活用しながら、京浜港の港湾施設等に、計画的に、太
陽光発電施設等を導入していく。 
 

ウ 陸上電力供給設備の導入 
京浜港においても、停泊時間等の長い船舶等を対象に、段階的に、陸上電力
供給設備の導入を図っていく。 
 

エ 改正省エネ法等への対応 
京浜港が一体となって、省エネルギー対策を求める改正省エネ法（エネルギ
ーの使用の合理化に関する法律）等の法令等への対応に取り組んでいく。 
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② 防災対応 
ア 大規模災害対策 

   京浜港が、港湾施設や海岸保全施設の計画的な耐震強化を進めていくととも
に、国や関係行政機関、民間事業者とも連携を図りながら、京浜港の港湾ＢＣ
Ｐについて検討を進め、港湾機能を確保していくための協力体制等を充実・強
化していく。 

 
③ 危機管理対応 
 ア 密輸密入国等対応 
   世界を代表する国際貿易港である京浜港における密輸密入国等の対策につ
いても、国や関係行政機関、民間事業者とも連携を図りながら、強化を図って
いく。 

   また、改正ＳＯＬＡＳ条約や国際船舶・港湾保安法に対応した港湾保安対策
を京浜港のみならず、東京湾として引き続き一体的に実施していく。 

 
イ 新興感染症等対策 

     新興感染症や病害虫対策等についても、京浜港として、国や関係行政機関、
民間事業者とも連携を図りながら、水際での取締等の危機管理体制を強化して
いく。 
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４ 広域港湾行政推進にかかる国への要請 

（１）京浜港の管理・運営を担う組織体制の確立 
   各港湾において、これまで培われた港湾管理・運営のノウハウを最大限に活用し
ながら、地方公共団体による京浜港の管理・運営を推進していくため、以下の制度
改正が必要である。 

 
  ① 国と地方の役割分担の明確化 
 
 
 
 
 
② 地方の判断による柔軟な港湾管理運営の実現 

 
 
 
 
 
  ③ 管理運営の効率化 
 
 
 
 
（２）京浜港における利用者サービスの充実・強化 

京浜港の利用者サービス向上を図るため、水域の一体利用など、京浜港の一体性
を高める規制緩和や、京浜港の利便性の向上を実現することが必要である。 

 
  ① 京浜港の水域利用の一体化の実現 
 
 
 
 
 
 
  ② 京浜港の一体化を図る道路ネットワークの実現 
 
 
 
 
 
 
 
 

 現在は、国と地方の役割分担が必ずしも明確でないとともに、港湾管理者
の管理運営に関する権限も限定されている状況と言える。 
 地域の実情に沿った港湾管理運営の実現に向け、国と地方の役割分担を明
確にすることが必要である。 

 法令や財政等の制約により、大胆な政策展開が行えず、柔軟な料金設定や
制度運営、商業ベースでの調整等を行うことが困難となっている。 
 法令等による規制を撤廃し、地域の実情に応じた柔軟な港湾管理運営が実
現できるように改善することが必要である。 

 公共港湾施設についてはの所有形態（国、地方自治体、公社等）や貸付方
法（専用、公共）が異なっているため、施設の効率的利用を図るうえで柔軟
性に欠けており、これらの見直しが必要である。 

横浜川崎地区の強制水先対象の船舶については、平成 11 年(1999 年)度に
300 トンから 3,000 トンへ緩和されたが、東京湾区と同様の 10,000 トンへの
緩和は、「港の構造上、航路幅が狭い」「大型船の入港が多い」「閉鎖的な水域
のため海難事故発生時の影響が多大」などの理由により実現が見送られてお
り、一体的な運用ができるようにすることが必要である 

臨海部を走行する港湾関連車両は、コンテナ車をはじめとした大型車とな
っており、これらの車両が京浜港間を連絡するには、臨海部周辺市街地の幹
線道路を通行するか、首都高速道路（有料道路）を利用することとなる。こ
のような状況にあっては、一般車両との混在による交通混雑の誘発、輸送時
間への影響などが懸念されるほか、首都高速道路を利用する場合は、料金負
担が必要となる。 
このため、京浜港間を連絡する道路ネットワークの整備を促進し、早期完
成を目指すことが重要である。
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（３）既存の港湾施設の維持や高規格な港湾施設整備に係る財源の確保 
   京浜港の既存港湾施設のなかには、コンテナ化の進展等にあわせ、同時期に集中
して整備された施設も多く、既に建設後 30 年以上を経過している施設もあり、こ
のままでは港湾管理者である地方自治体の負担が過大になることから、これら港湾
施設を維持していくためには、国費の導入が必要である。 

   また、コンテナ船、タンカー船等の大型化など国際海運動向を踏まえた的確な対
応を図っていくためには、計画的に高規格港湾施設の整備を推進していくことが求
められるが、施設整備の費用が大きく、財源確保が常に課題となっていることから、
国による一層の財政支援が必要となっている。 
 

 
① 老朽化した港湾施設の維持、並びに更新に対する財源確保 

現行制度では、港湾施設の維持に対する国の補助制度として「統合補助」が
あるが、この制度は１地区に対する事業費が２億円から５億円の範囲とされて
いるとともに、調査費を含まないなどの制約を受けるため、港湾管理者におい
て適切な維持管理が計画的に実施できるよう、新たな国の支援が必要である。 

 
② 高規格コンテナターミナル整備に対する財源確保 

 
 
 
 
 
 
③ 港湾管理者の財務力強化 

 
 
 
 
 
 

高規格コンテナターミナルを新規に整備する場合、岸壁を国が直轄事業とし
て、上部施設（ターミナル内施設など）を公共（起債事業）あるいは公社、運
営事業者（貸付事業）等によって整備されることが一般的となっているが、い
ずれの場合においても、地方の負担が過大となっており、地方への財源委譲が
なされていない状況においては、見直しが必要である。 

港湾整備には、防波堤、航路、道路等の構造物をはじめ、多大な費用がかか
る。 
地方への財源委譲などにより、港湾管理者の負担が過大とならないようにな
るまでは、これらの社会基盤の整備に必要となる費用は、国が財源調整を行い、
必要額を確保するとともに、適正に配分するなどの措置を講じることが必要で
ある。 
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